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平成２４年１月３１日 判決言渡  

平成２３年（ネ）第１００１１号 著作権侵害差止等請求控訴事件，同附帯控訴事

件 

（最高裁判所平成２１年（受）第７８８号事件の判決による差戻事件，差戻前の第

２審・知的財産高等裁判所平成２０年（ネ）第１００５５号，第１００６９号，第

１審・東京地方裁判所平成１９年（ワ）第１７２７９号） 

平成２３年１０月１２日 口頭弁論終結 

判        決 

当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり 

主        文 

１ 控訴人（附帯被控訴人）の本件控訴を棄却する。 

２ 被控訴人（附帯控訴人）らの附帯控訴に基づき，第１審判決を次のとおり変

更する。 

(1) 控訴人（附帯被控訴人）は，控訴人（附帯被控訴人）が運営する別紙サー

ビス目録記載のサービスにおいて，別紙著作物目録記載１ないし４，４－２，

５，５－２，６，７及び７－２の著作物を複製の対象としてはならない。 

(2) 控訴人（附帯被控訴人）は，控訴人（附帯被控訴人）が運営する別紙サー

ビス目録記載のサービスにおいて，別紙放送目録記載１－２，２－２，３－

２，４－２，５－２，６－２，７－２，８－２，９－２，１０－２及び１１

－２の放送に係る音又は影像を，録音又は録画の対象としてはならない。 

(3) 控訴人（附帯被控訴人）は，別紙物件目録記載の器具を廃棄せよ。 

(4) 控訴人（附帯被控訴人）は，別紙支払目録記載の各被控訴人（附帯控訴人）

に対し，それぞれに対応する支払金額欄記載の各金員を支払え。 

(5) 被控訴人（附帯控訴人）らのその余の請求（当審において変更された請求

を含む。）をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は，第１審，差戻前の第２審，上告審及び差戻後の当審（附帯控訴
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費用を含む。）を通じて，これを５分し，その３を控訴人（附帯被控訴人）の負

担とし，その余を被控訴人（附帯控訴人）らの負担とする。 

４ この判決は，第２項の(1)ないし(4)に限り，仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由 

当事者の表記について，控訴人（附帯被控訴人・第１審被告）株式会社日本デジ

タル家電を「被告」と，被控訴人（附帯控訴人・第１審原告）日本放送協会を「原

告ＮＨＫ」と，被控訴人（附帯控訴人・第１審原告）日本テレビ放送網株式会社を

「原告日本テレビ」と，被控訴人（附帯控訴人・第１審原告）株式会社静岡第一テ

レビを「原告静岡第一テレビ」と，脱退した被控訴人（附帯控訴人・第１審原告）

株式会社東京放送ホールディングス（旧商号・株式会社東京放送）を「脱退原告Ｔ

ＢＳ」と，その訴訟引受人株式会社ＴＢＳテレビを「原告ＴＢＳ」と，被控訴人（附

帯控訴人・第１審原告）静岡放送株式会社を「原告ＳＢＳ」と，脱退した被控訴人

（附帯控訴人・第１審原告）株式会社フジ・メディア・ホールディングス（旧商号・

株式会社フジテレビジョン）を「脱退原告フジテレビ」と，その訴訟引受人株式会

社フジテレビジョンを「原告フジテレビ」と，被控訴人（附帯控訴人・第１審原告）

株式会社テレビ静岡を「原告テレビ静岡」と，被控訴人（附帯控訴人・第１審原告）

株式会社テレビ朝日を「原告テレビ朝日」と，被控訴人（附帯控訴人・第１審原告）

株式会社静岡朝日テレビを「原告あさひテレビ」と，被控訴人（附帯控訴人・第１

審原告）株式会社テレビ東京を「原告テレビ東京」といい，脱退原告ＴＢＳと脱退

原告フジテレビを併せて「脱退原告ら」と，脱退原告らと原告日本テレビ，原告テ

レビ朝日，原告テレビ東京を総称して「脱退前原告東京局各社」と，原告日本テレ

ビ，原告ＴＢＳ，原告フジテレビ，原告テレビ朝日，原告テレビ東京を総称して「原

告東京局各社」と，原告静岡第一テレビ，原告ＳＢＳ，原告テレビ静岡及び原告あ

さひテレビを総称して「原告静岡局各社」と，原告ＮＨＫ，原告東京局各社及び原

告静岡局各社を併せて「原告ら」と，原告ＮＨＫ，脱退前原告東京局各社及び原告

静岡局各社を併せて「脱退前原告ら」という。第１審において用いられた略語は，
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特に断りのない限り，当審においてもそのまま用いる。 

第１ 請求 

 １ 被告 

 (1) 第１審判決中，被告敗訴部分を取り消す。 

 (2) 原告らの請求（当審において変更された請求を含む。）をいずれも棄却する。 

 ２ 原告ら 

 第１審判決主文第１項，第２項，第４項，第５項を次のとおり変更する（当審に

おいて請求を変更した部分を下線で示した。）。 

 (1) 被告は，被告が運営する別紙サービス目録記載のサービスにおいて，別紙著

作物目録記載１ないし４，４―２，５，５―２，６，７及び７－２の著作物を複製

の対象としてはならない。 

 (2) 被告は，被告が運営する別紙サービス目録記載のサービスにおいて，別紙放

送目録記載１－２，２－２，３－２，４－２，５－２，６－２，７－２，８－２，

９－２，１０－２及び１１－２の放送に係る音又は影像を，録音又は録画の対象と

してはならない。 

 (3) 被告は，原告ＮＨＫに対し，５８２６万４２６０円及びこれに対する平成

１９年８月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (4) 被告は，原告日本テレビに対し，２００６万８７０５円及びこれに対する平

成１９年８月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (5) 被告は，原告ＴＢＳに対し，２００６万８７０５円及びこれに対する平成１

９年８月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (6) 被告は，原告フジテレビに対し，１９５３万９３５２円及びこれに対する平

成１９年８月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (7) 被告は，原告テレビ朝日に対し，２００６万８７０５円及びこれに対する平

成１９年８月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (8) 被告は，原告テレビ東京に対し，２００６万８７０５円及びこれに対する平



 4 

成１９年８月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (9) 被告は，原告静岡第一テレビに対し，１１７９万８７５０円及びこれに対す

る平成１９年８月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (10) 被告は，原告ＳＢＳに対し，１１７９万８７５０円及びこれに対する平成

１９年８月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (11) 被告は，原告テレビ静岡に対し，１１７９万８７５０円及びこれに対する

平成１９年８月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 (12) 被告は，原告あさひテレビに対し，１１７９万８７５０円及びこれに対す

る平成１９年８月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要及び当事者の主張等 

 １ 事案の概要 

第１審，差戻前の第２審，上告審，差戻後の当審の経緯は，以下のとおりである。 

(1) 第１審 

原告らは放送事業者であり，脱退原告らは放送事業者であった者である。脱退前

原告らは，被告が「ロクラクⅡビデオデッキレンタル」との名称で，インターネッ

ト通信機能を有する２台１組のハードディスクレコーダー「ロクラクⅡ」のうち，

１台を日本国内に設置し，テレビ放送に係る放送波をその１台に入力するとともに，

これに対応する１台を利用者に貸与又は譲渡することにより，当該利用者をして日

本国内で放送されるテレビ番組の複製又は視聴を可能にするサービス（別紙サービ

ス目録記載のサービス。以下「本件対象サービス」という。）を行うことは，原告Ｎ

ＨＫ及び脱退前原告東京局各社が著作権を有する別紙著作物目録記載の各テレビ番

組（以下，番号順に「本件番組１」などといい，これらを総称して「本件番組」と

いう。なお，後記のとおり，当審において本件番組には，本件番組４－２，５－２

及び７－２が付け加えられた。）及び脱退前原告らが著作隣接権を有する別紙放送目

録記載の放送（以下，番号順に「本件放送１」などといい，これらを総称して「本

件放送」と，本件番組と本件放送を併せて「本件放送番組等」という。なお，後記
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のとおり，当審において本件放送には，本件放送１－２，２－２，３－２，４－２，

５－２，６－２，７－２，８－２，９－２，１０－２及び１１－２が付け加えられ

た。）に係る音又は影像の複製に当たり，上記著作権（著作権法２１条）及び著作隣

接権（著作権法９８条）を侵害するとして，本件番組を複製の対象とすること及び

本件放送に係る音又は影像を録音又は録画の対象とすることの差止め，本件対象サ

ービスに供されているロクラクⅡの親機の廃棄を求めるとともに，損害賠償の支払

を求めた。これに対し，被告は，本件サービス（親子機能を有する２台のロクラク

Ⅱをセットにして，双方を有償で貸与するか，子機ロクラクを販売し，親機ロクラ

クを有償で貸与する事業。以下同じ）において，本件放送番組等の複製行為の主体

は被告でないなどとして争った。 

 第１審は，被告が本件放送番組等の複製行為を行っていることを認め，被告に対

し，著作権（著作権法２１条）及び著作隣接権（著作権法９８条）に基づき，本件

番組を複製の対象とすること及び本件放送に係る音又は影像を録音又は録画の対象

とすることの差止め，本件対象サービスに供されているロクラクⅡの親機の廃棄，

並びに損害賠償請求の一部について認容し，その余の脱退前原告らの請求を棄却し

た。 

 これに対し，被告が，第１審判決の取消しと脱退前原告らの請求の全部棄却を求

めて控訴し，脱退前原告らが，第１審判決の脱退前原告ら敗訴部分の取消しと損害

賠償請求の全部認容を求めて附帯控訴をした。 

 (2) 差戻前の第２審 

 差戻前の第２審（知的財産高等裁判所平成２０年（ネ）第１００５５号，第１０

０６９号事件）において，脱退原告フジテレビが脱退し，原告フジテレビが訴訟承

継した。 

 差戻前の第２審は，本件サービスは，利用者の自由な意思に基づいて行われる適

法な私的使用のための複製行為の実施を容易にするための環境，条件等を提供して

いるにすぎないものであって，被告が本件放送番組等の複製行為を行っているもの
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とは認められないとして，第１審判決中，被告敗訴部分を取り消し，脱退前原告ら

（ただし，脱退原告フジテレビが脱退し，原告フジテレビが訴訟承継人となってい

る。）の請求（附帯控訴部分を含む。）をいずれも棄却した。 

 これに対し，上記脱退前原告らが，差戻前の第２審判決の取消しを求めて，上告

（最高裁判所平成２１年（オ）第６８０号）及び上告受理申立て（最高裁判所平成

２１年（受）第７８８号）をした。 

 (3) 上告審及び差戻後の当審 

最高裁判所は，平成２２年１０月２８日，上記上告を棄却するとともに，上記上

告受理申立てについて，これを受理する（ただし，原告ＮＨＫの上告受理申立て理

由第４及び原告日本テレビ，原告静岡第一テレビ，原告ＳＢＳ，原告フジテレビ，

原告テレビ静岡，原告テレビ朝日，原告あさひテレビ及び脱退原告ＴＢＳの上告受

理申立て理由第４ないし第６については排除する。）との決定をした。そして，最高

裁判所は，平成２３年１月２０日，「放送番組等の複製物を取得することを可能にす

るサービスにおいて，サービスを提供する者（以下『サービス提供者』という。）が，

その管理，支配下において，テレビアンテナで受信した放送を複製の機能を有する

機器（以下『複製機器』という。）に入力していて，当該複製機器に録画の指示がさ

れると放送番組等の複製が自動的に行われる場合には，その録画の指示を当該サー

ビスの利用者がするものであっても，サービス提供者はその複製の主体であると解

するのが相当である」として，本件サービスにおける親機ロクラクの管理状況等を

認定することなく，上記脱退前原告らの請求を棄却した差戻前の第２審の判断には，

判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反があるとして，差戻前の第２審判決

を破棄し，親機ロクラクの管理状況等について更に審理を尽くさせるため，本件を

知的財産高等裁判所に差し戻した。 

 差戻後の当審において，脱退原告ＴＢＳが脱退し，原告ＴＢＳが訴訟承継した。

また，原告ＴＢＳ，原告フジテレビ及び原告テレビ東京は，それぞれ本件番組４－

２，５－２及び７－２を複製の差止請求の対象に追加した。さらに，原告らは，平
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成２３年７月２４日に地上波アナログ放送が停波したことに伴い，本件放送１，２，

３，４，５，６，７，８，９，１０及び１１（以下，これらを総称して「本件アナ

ログ放送」という。）に係る音又は影像の録音又は録画の差止請求を取り下げ，地上

波デジタル放送である本件放送１－２，２－２，３－２，４－２，５－２，６－２，

７－２，８－２，９－２，１０－２及び１１－２に係る音又は影像の録音又は録画

の差止請求を追加した。そして，原告ＮＨＫ及び原告東京局各社は損害賠償請求額

を拡張し，原告静岡局各社は損害賠償請求額を減縮した。 

２ 争いのない事実等及び争点 

次のとおり訂正するほかは，第１審判決の「事実及び理由」欄の「第２ 事案の

概要」，「１ 前提となる事実等」（第１審判決３頁２０行目ないし６頁１４行目），

「２ 争点」（第１審判決６頁１５行目ないし１９行目）記載のとおりであるから，

これを引用する。 

第１審判決３頁２２行目を次のとおり改める。 

「原告らは，いずれも放送事業者であり，脱退原告らは，放送事業者であった者

である。原告フジテレビは，脱退原告フジテレビの平成２０年１０月１日会社分割

により設立され，そのグループ経営管理事業を除く一切の事業に関する権利義務を

承継した。また，原告ＴＢＳは，平成２１年４月１日，会社分割により，脱退原告

ＴＢＳから同社のテレビ放送事業及び映像・文化事業に関する権利義務を承継した

（弁論の全趣旨）。」 

第１審判決３頁２６行目ないし４頁１０行目を次のとおり改める。 

「(2) 原告ＮＨＫ及び原告東京局各社の著作権 

原告ＮＨＫ，原告東京局各社及び脱退原告らは，以下のとおり，平成１６年１月

１日以前から（ただし，本件番組５―２については平成２０年１０月４日から，本

件番組７―２については平成１７年２月１１日から），本件番組についての著作権を

有し，又は有していた（甲１９の１～１９の６，６２の１，６２の２，７９）。 

原告ＮＨＫ 本件番組１，２ 
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原告日本テレビ 本件番組３ 

原告ＴＢＳ（平成２１年４月１日以前は脱退原告ＴＢＳ） 

本件番組４，４－２ 

 原告フジテレビ（平成２０年１０月１日以前は脱退原告フジテレビ） 

         本件番組５，５－２ 

 原告テレビ朝日 本件番組６ 

原告テレビ東京 本件番組７，７－２」 

第１審判決４頁１１行目ないし２５行目を次のとおり改める。 

「(3) 原告らの著作隣接権 

原告ら及び脱退原告らは，以下のとおり，平成１６年１月１日以前から，本件放

送（なお，本件アナログ放送は，平成２３年７月２４日に停波した。）に係る音又は

影像について著作隣接権を有し，又は有していた（弁論の全趣旨）。 

原告ＮＨＫ     本件放送１，１－２，２，２－２ 

原告日本テレビ   本件放送３，３－２ 

原告ＴＢＳ（平成２１年４月１日以前は脱退原告ＴＢＳ） 

本件放送４，４－２ 

 原告フジテレビ（平成２０年１０月１日以前は脱退原告フジテレビ） 

           本件放送５，５－２ 

 原告テレビ朝日   本件放送６，６－２ 

 原告テレビ東京   本件放送７，７－２ 

 原告静岡第一テレビ 本件放送８，８－２ 

 原告ＳＢＳ     本件放送９，９－２ 

 原告テレビ静岡   本件放送１０，１０－２ 

 原告あさひテレビ  本件放送１１，１１－２」 

 第１審判決５頁１３行目ないし１８行目を次のとおり改める。 

 「本件サービスの利用者は，同サービスを利用することによって，手元に設置し
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た子機ロクラクを操作して，離れた場所に設置した親機ロクラクにおいて，地上波

アナログ放送又は地上波デジタル放送を受信してテレビ番組を複製させ，複製した

番組データを子機ロクラクに送信させ，子機ロクラクに接続したテレビ等のモニタ

に，当該番組データを再生して，複製したテレビ番組を視聴することができる（弁

論の全趣旨）。」 

 第１審判決５頁１９行目ないし６頁８行目を次のとおり改める。 

 「(5) 仮処分事件 

脱退前原告らは，平成１８年５月１７日，被告が，本件対象サービスにおいて，

原告ＮＨＫ及び脱退前原告東京局各社が著作権を有する番組（本件番組１，２，４，

５，６，７を含む。）の複製，並びに，原告ＮＨＫ及び原告静岡局各社が著作隣接権

を有する放送（本件アナログ放送から本件放送３ないし７を除いたもの）に係る音

又は影像の複製をそれぞれ行っていると主張して，被告を債務者として，著作権及

び著作隣接権に基づく侵害差止仮処分命令の申立てをした。これに対し，東京地方

裁判所は，平成１９年３月３０日，被告は，本件対象サービスを提供し，上記番組

や放送に係る音又は影像の複製行為を行っており，上記著作権及び著作隣接権を侵

害するとして，被告に対し，本件対象サービスにおいて上記番組を複製の対象とす

ること，及び上記放送に係る音又は影像を録音又は録画の対象とすることの差止め

を命ずる仮処分決定（以下「先行仮処分決定」という。）をした（甲２５，弁論の全

趣旨）。」 

３ 争点に対する当事者の主張 

次のとおり付加訂正するほかは，第１審判決の「事実及び理由」欄の「３ 争点

についての当事者の主張」（第１審判決６頁２０行目ないし４８頁１６行目）記載の

とおりであるから，これを引用する。 

第１審判決７頁１２行目「ロクラクⅡで」から１３行目「のみである。」までを削

除する。 

第１審判決１２頁６行目ないし１４行目を次のとおり改める。 
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「(ｱ) 複製行為の主体について 

被告が提供するサービスは，日本国外など，原告らの放送対象地域でない地域に

居住している利用者が，複製物によって，原告らの放送を視聴できるようにするこ

とを目的とする有料のサービスであり，放送番組等の複製物を取得することを可能

にするサービスに当たる。このようなサービス提供者が，その管理，支配下におい

て，テレビアンテナで受信した放送を複製の機能を有する機器に入力していて，当

該複製機器に録画の指示がされると放送番組等の複製が自動的に行われる場合には，

サービス提供者は，その複製の主体であると解される。この点，被告は，平成１６

年初めころから現在まで親機ロクラクの設置場所を提供し，親機ロクラクを管理，

支配し，放送を受信して複製機器に対して放送番組等に係る情報を入力しており，

放送番組等の複製行為の主体といえる。」 

第１審判決１５頁７行目「本件サービスで」から９行目「限定されている。」まで

を次のとおり改める。 

「本件サービスで録画可能な放送は，被告が設定した範囲内の放送（被告の管理

する設置場所所在の静岡県又は東京都で受信された地上波アナログ放送又は地上波

デジタル放送）に限定されている。」 

第１審判決１６頁８行目「したがって，」から１１行目末尾を次のとおり改める。 

 「したがって，被告の上記複製行為は，原告ＮＨＫ，原告東京局各社及び脱退原

告らの本件番組についての複製権（著作権法２１条），並びに原告ら及び脱退原告ら

の本件放送に係る音又は影像についての著作隣接権としての複製権（著作権法９８

条）をいずれも侵害する。」 

第１審判決１９頁１７行目の後に，行を改めて，次のとおり挿入する。 

「(ｳ) 平成１９年５月以降の親機の管理状況について 

平成１９年５月当時，利用者は，予約申込時に「日本側の親ロクラク設置住所」

の記載を要求されていたが，実際には，上記「設置住所」に親機ロクラクが設置さ

れていなくても，日本の放送番組が視聴可能であった。また，親機ロクラクの設置
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場所については，利用者と家主なるものが直接契約を行う形式となっていたが，実

際にはこれが行われることはなく，利用者は家主がいかなる者かも知らなかった。

また，被告は，平成１９年５月ころ，利用者に対し，親機ロクラクの設置場所や代

金の支払方法等が変更になるとの連絡をしたが，利用者とＮＳ社（NUSTAR SUPPLY 

SDN.BHD.（以下「ＮＳ社」という。）との間で契約が締結されたことはなかった。 

さらに，被告は，本件サービスについて，被告代理店 FLP London Ltd.（以下「Ｆ

ＬＰ社」という。）と連名で，親機ロクラクを被告側が管理する旨の広告を掲載した

り，自ら，親機ロクラクの設置場所提供サービスについて，「お得で便利なプランも

誕生し，いろいろご紹介できます」との広告を掲載したりしていた。そして，ＦＬ

Ｐ社は，平成２３年６月２３日ころ，親機ロクラクのレンタルの申込説明書に「法

律上日本の住所をお持ちの方がテレビ受信できることになっているため，登録に必

ず必要となります。ご実家などの日本の住所をご記入ください。ただし，実際は東

京のアパートをご契約していただく形で，親機のメンテナンスは日本の本社でいた

しますのでご安心ください。」と記載したり，広告に「日本での設置も不要なので，

実家の両親に迷惑をかけることもないので安心です。」と記載したり，顧客に対し，

「実際には日本のロクラク側の方で一括管理させていただいています。」と説明する

などして，被告側が親機ロクラクの設置場所の提供を行っており，利用者による親

機設置が不要であることを明らかにしていた。 

以上のとおり，被告は，本件サービス開始以降，現在に至るまで，親機ロクラク

の管理を実質的に行っている。 

(ｴ) 被告の主張に対し 

被告は，現在，ロクラクⅡのレンタル契約数は５１０台であり，そのうち９割の

親機ロクラクがホライズン社（ホライズンパリテートサービス株式会社）に設置さ

れているが，ホライズン社は，被告とは別個独立にハウジング業務を行っているに

すぎないと主張する。しかし，被告がレンタルする親機ロクラクの利用者は，その

設置・保管について，通常料金よりも５０％以上安い料金でホライズン社を利用す
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ることができる。また，被告の関与なしに，９割の親機ロクラクがホライズン社に

集約されること自体，不自然である。そうすると，被告は，ホライズン社を補助的

に利用しているか，ホライズン社と意を通じて共同で親機ロクラクを設置・管理し

ているものといえる。 

仮に，ホライズン社が複製行為の主体と評価されるとしても，被告は，ホライズ

ン社に対して親機ロクラクの供給をしたり，違法な預かりサービスを提供又は紹介

する代理店との契約を継続するとともに，預かりサービスの宣伝を共同で行ったり，

預かりサービスに供給されている親機ロクラクのメンテナンスを行っているのであ

るから，被告のこのような行為は，複製権侵害行為の幇助に当たる。 

また，被告は，本件レンタル機器では，利用者が子機ロクラクによって具体的な

録画指示の操作をすることによって，初めて親機ロクラクが稼動し，録画指示の対

象番組の放送時間中に限り，当該放送番組に係る放送波が入力される仕組みになっ

ているのであって，放送波を受信したテレビアンテナと親機ロクラクが接続された

としても，親機ロクラクに放送番組等に係る情報が入力されたとはいえない，と主

張する。しかし，原告らの放送波は，それぞれ周波数によって分離された電波であ

るところ，それらの各放送波が準備状態となり，外部入力用のチャンネルが他のチ

ャンネルにセットされているとしても，原告らの放送波が親機ロクラクに入力され

ていることに変わりはなく，単に抽出や増幅がされていないにすぎず，被告の上記

主張は失当である。 

さらに，被告は，条件次第ではテレビアンテナと接続しなくてもテレビ番組を視

聴することが可能であり，アンテナ接続行為は重要なものではない，と主張する。

しかし，放送番組については，通常，テレビアンテナを接続しなければ視聴するこ

とができず，テレビアンテナを通じて放送番組等の情報が確保，供給されるのであ

るから，被告の上記主張は失当である。 

以上のとおり，被告は，現在も自ら親機ロクラクを設置，管理しているか，少な

くともホライズン社と意を通じて共同で管理しており，本件放送番組等の複製の主
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体といえる。被告とその代理店及びホライズン社は，密接に関連しており，これら

の者は，原告らに対する権利侵害に関し，共同不法行為責任を負う。」 

第１審判決２４頁７行目から２７頁２２行目を次のとおり改める。 

「イ ロクラクⅡの設置場所等について 

本件サービスにおいては，利用者が自ら子機ロクラクを操作して録画指示を行う

ことにより，親機ロクラクで録画（複製）が行われることから，上記録画指示が録

画（複製）の実現についての枢要な行為となっている。そうすると，本件において

被告が複製の主体であるというためには，親機ロクラク及び子機ロクラクの両方，

又は，少なくとも子機ロクラクを管理，支配下に置いていることが必要となる。こ

の点，被告は，子機ロクラクについては本件モニタ事業開始当初から管理，支配下

に置いていないし，親機ロクラクについては，下記のとおり，本件サービス開始以

降，管理，支配下に置いていない。したがって，被告は，複製の主体であるとはい

えない。 

(ｱ) 平成１６年初めころから平成１７年３月まで 

被告は，平成１６年初めころ，ロクラクⅡのレンタル事業化に先立つ無料モニタ

事業を試験的に開始した。無料モニタ事業期間中，利用者に貸し出している親機ロ

クラクの９割程度が被告本社事業所内に設置されていた。 

(ｲ) 平成１７年３月以降 

被告は，平成１７年３月，本件サービスを開始するに当たり，親機ロクラクの設

置場所の提供を一切行わないこととした。このため，本件サービスの利用申込者は，

親機ロクラクを，被告や取扱業者から送付ないし手渡しにより受け取り，その設置

場所を，被告とは関係なく，任意に準備することとなった。また，被告は，無料モ

ニタ事業時に被告本社事業所内に設置していた親機ロクラクについて，順次，利用

者又は取扱業者から指示を受けた場所に移転した。 

なお，この当時，ロクラクⅡの取扱業者は，本件サービスの利用申込者から相談

や希望があれば，親機ロクラクの設置場所を賃貸することができる不動産業者を紹
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介していたが，被告はこれに一切関与しておらず，設置場所に関する対価も得てい

ない。 

(ｳ) 平成１８年１月１０日の移動 

被告は，平成１７年秋ころ，上記ビジネスモデルを徹底するため，利用者が親機

ロクラクの移転先を指示せず，被告本社事業所内に親機ロクラクが残っているもの

について，レンタル契約を終了することとした。これに対し，取扱業者は，上記利

用者に係るレンタル契約の継続を望んでいたところ，平成１８年１月１０日，マレ

ーシアの取扱業者であるＤＤ社（DREAMS DELITE SDN.BHD.）の取りまとめにより，

被告本社事業所内に残っていた親機ロクラクを全て搬出し，これを各取扱業者が提

携した不動産業者であるＮＳ社及び WORLD PROPERTIES & ASSET MANAGEMENT 社（以

下「ＷＰ＆ＡＭ社」という。）が準備した静岡県内の２か所に移動し，設置した。 

(ｴ) 平成１９年４月１９日の移動 

東京地方裁判所は，平成１９年３月３０日，被告に対し，静岡県内の送信所を経

由する放送を録画等の対象とすることを禁ずる先行仮処分決定をした。これを受け

て，被告は，各取扱業者に対し，ＮＳ社等の不動産業者が静岡県内に準備した場所

に設置している親機ロクラクについて，レンタル契約を解除するとの通知をした。

ＤＤ社は，上記被告の通知を受けて，各取扱業者を取りまとめて，平成１９年４月

１９日，静岡県内に設置されていた上記親機ロクラクを，被告とは無関係にＮＳ社

が借り受けて準備した東京都内の２か所（渋谷区内及び豊島区内）に移動し，設置

した。 

(ｵ) 平成１９年１０月以降 

ＮＳ社は，平成１９年１０月，親機ロクラクの上記設置場所（東京都内の２か所）

の提供を終了することとしたが，ＤＤ社の斡旋で，上記設置場所の提供は，上記渋

谷区内の物件の家主の関連会社であったホライズン社が引き継いだ。平成１９年１

１月当時，ロクラクⅡのレンタル契約数７４３に対し，約７００台の親機ロクラク

がホライズン社に設置され，現時点においても，ロクラクⅡのレンタル契約数約５
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１０に対し，約４５０台の親機ロクラクがホライズン社に設置されている。このよ

うに，被告から利用者にレンタルされている親機ロクラクのうち約９割がホライズ

ン社に設置されており，残りの約１割が利用者の自宅や他の不動産業者による設置

場所に設置されている。 

(ｶ) 以上のとおり，被告は，平成１８年１月１０日以降，親機ロクラクを設置，

保管していない。このことは，平成１８年４月当時，被告が開設したウェブサイト

（以下「被告サイト」という。）上に，「弊社では親機のお預かりはいっさいできま

せん。」と記載していたこと，利用者との間のレンタル契約書上で，「物件設置場所

の確保は，お客様の責任において行うものとし，弊社は一切関与いたしません」と

記載していたことなどからも明らかである。 

また，ホライズン社は，①平成１１年１０月に設立された株式会社（資本金１億

４０００万円）であり，その業務として，海外銀行との提携による金融業務等のほ

か，Slingbox，ロクラクなどのデジタル家電機器を利用者から預かり，機器の設置

場所，テレビアンテナ，電源，高速ブロードバンド等を提供する有料の家電専用ハ

ウジングサービスを行っていること，②被告とは，資本関係や人的関係のない別個

独立の会社であること，③利用者との間でハウジング契約を締結し，自らハウジン

グに係る利用料を徴収しており，被告にはハウジングに係る利益の分配をしていな

いこと，④自ら賃借して管理権限を有する場所に親機ロクラクを設置していること

からすれば，ホライズン社が，単独で親機ロクラクのハウジング事業を行っている

のであって，被告がこれを管理，支配しているとはいえない。 

さらに，親機ロクラクは，設置作業自体が容易であること，稼動に必要なアンテ

ナやインターネット環境が一般家庭等で十分に確保可能であること，特別な保守管

理を必要としないことに照らすならば，ホライズン社が独自のハウジング事業によ

って占有保管している親機ロクラクについて，被告の管理支配性を認めることはで

きない。 

なお，原告らは，ＦＬＰ社が作成した契約書や広告を根拠に，被告が親機ロクラ



 16 

クの設置場所の提供を実質的に行っている旨主張するが，ＦＬＰ社は，被告とは別

個独立にロクラクⅡに係るレンタルの勧誘等を行う取扱業者であり，上記契約書や

広告はＦＬＰ社が独自に作成したものであって，これにより，被告が親機ロクラク

の設置場所の提供を実質的に行っているとはいえない。」 

第１審判決３１頁１４行目の「なお，」から１７行目末尾までを削除する。 

第１審判決３２頁６行目の後に，行を改めて，次のとおり挿入する。 

「なお，最新のファームウェアに基づくプロトコルにおいては，②の録画終了メ

ールが省略され，録画終了メールを待たずに，子機ロクラクが番組データの移動を

求めるメールを送信している。」 

第１審判決３７頁２行目の後に，行を改めて，次のとおり挿入する。 

「キ 複製機器に対する情報の入力について 

親機ロクラクは，通常時には，スタンバイ状態（電源は入っているが，消費電力

や発熱を抑えるため，その機能の一部を停止している状態）になっており，この状

態では，放送には使われていない外部入力用のチャンネル（関東地域の場合第２ｃ

ｈ：９６～１０２ＭＨｚ）に設定されている。スタンバイ状態では，親機ロクラク

の受信装置（チューナー部）において，特定の放送波の抽出も，テレビ用のアナロ

グ電気信号への変換も行われていない。他方，利用者が子機ロクラクにより録画指

示をした放送番組の放送時間になると，子機ロクラクの当該指示によってＭＰＵ装

置が始動し，その制御を受けて，親機ロクラクの受信装置（チューナー部）が録画

指示対象の放送番組のチャンネルに設定される。上記のとおり，録画指示対象の放

送番組の放送時間中だけ，受信装置（チューナー部）において当該放送番組のチャ

ンネルの放送波が抽出され，テレビ用のアナログ電気信号に変換されて，アナログ

デジタル変換装置（ＮＴＳＣデコーダ部）に送られることになる。そうすると，屋

外アンテナに接続されたアンテナ端子と親機ロクラクがケーブルによって物理的に

接続されていたとしても，これにより親機ロクラクに放送波が入力されるわけでは

なく，利用者が子機ロクラクによって具体的な録画指示の操作をすることによって
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初めて親機ロクラクが稼動し，録画指示の対象番組の放送時間中に限り，当該放送

番組に係る放送波が入力されることになる。したがって，屋外アンテナによって放

送波を受信することや，アンテナに接続されたアンテナ端子と親機ロクラクをケー

ブルによって物理的に接続する行為は，親機ロクラクに放送番組等に係る情報を入

力するものではなく，放送波をアンテナで受信することやアンテナ接続行為は，放

送番組等に係る情報の入力や複製の実現における枢要な行為には当たらない。さら

に，テレビ放送は，受信装置（チューナー部）を屋外アンテナに接続しなくても，

内蔵アンテナや屋内アンテナを利用することにより視聴が可能であるから，複製機

器を屋外アンテナに接続することは，放送波を複製する準備行為の１つにすぎず，

複製の実現における枢要な行為に当たらない。」 

第１審判決３７頁３行目ないし４４頁１行目を次のとおり改める。 

「(2) 争点２（原告らの損害の有無及びその金額）について 

（原告らの主張） 

ア 逸失利益 

(ｱ) 著作権法１１４条２項に基づく請求 

ａ 損害の発生 

(a) 本件対象サービスは，原告らが行い，又は行っていた事業活動と競合するか

ら，本件対象サービスにより，原告らに損害が発生しているといえる。 

(b) 原告らを含むテレビ番組の著作権者及び著作隣接権者等合計１５団体（原告

ＮＨＫ，原告東京局各社，日本民間放送連盟（原告ＮＨＫを除く原告らが会員とな

っており，脱退原告らも会員であった。），日本映画製作者連盟，全日本テレビ番組

製作社連盟，日本脚本家連盟，日本シナリオ作家協会，日本文藝家協会，日本音楽

著作権協会，日本芸能実演家団体協議会及び日本レコード協会）は，共同して，放

送番組著作権保護協議会（以下「放番協」という。）を設立し，放番協を通じて，在

外邦人のために，原告らが日本国内で放送し，又は放送したテレビ番組を，低廉な

使用料で視聴させる仕組み（以下「放番協認定ビデオ供給事業」という。）を構築し
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ている。 

その具体的な内容は，会員が権利を有するテレビ番組については，在外邦人向け

のレンタルサービスの用に供するためであれば，レンタル用ビデオテープ１本当た

り６０円ないし１２０円の使用料の支払を受けることにより，当該ビデオの取扱業

者に対して，認定ビデオとして許諾するものである。そして，放番協が集めた使用

料は，予め定めた分配比率によって，会員に分配される。 

このように，放番協は，放番協認定ビデオ供給事業を通じて，在外邦人に対して

適法にテレビ番組を視聴させることを可能として，そこから得られた使用料につい

て，原告らを含む会員で分配するという一連のシステムを通じて，一定の利益を得

ている。 

以上のとおり，被告が提供する本件対象サービスは，放番協認定ビデオ供給事業

と競合関係にある。 

(c) また，原告らは，第１審判決別紙「インターネット配信番組一覧表」のとお

り，インターネットを通じて多数の番組を配信し，又は配信していた。さらに，原

告らは，他のプロバイダその他の配信会社に有償で番組を提供しており，それらの

配信会社等を通じてインターネット上で配信している番組もある。現時点では，こ

れらの配信は，各放送局のウェブサイトへの誘導という広告目的で行われ，配信に

対し課金をしていないものも少なくないが，技術的には課金制度を採用することが

でき，将来的には課金をすることが念頭に置かれている。 

(d) この点について，被告は，著作権法１１４条２項が適用されるためには，著

作権者が侵害者と同一の利用行為を現に行っていることが必要であると主張する。

しかし，著作権者が侵害者と同様の方法で著作物を利用して利益を得られる蓋然性

があれば足りると解すべきであって，被告の上記主張は失当である。 

ｂ 損害額 

(a) 著作隣接権としての複製権（著作権法９８条）の侵害による損害額 

被告は，本件対象サービスの提供に関して，本件対象サービスが有料化された平
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成１７年３月１０日以降，初期登録料３０００円，レンタル料１か月８５００円，

ロクラクアパート代１か月２０００円を利用者から徴収している。また，本件対象

サービスの利用者は，平成１７年３月１０日から現在に至るまで，平均して５００

人を下回ることはない。さらに，本件対象サービスは，一度顧客を獲得すると，そ

の後の追加経費等は生じないから，その利益率は９０％を下らない。そして，本件

対象サービスは，本件放送の受信を前提としており，本件対象サービスの提供に当

たっては，本件放送に係る著作隣接権の権利処理が必要不可欠であり，著作隣接権

としての複製権（著作権法９８条）の侵害による原告らの損害額合計は，被告の利

益の２分の１を下らない。なお，親機ロクラクは，平成１６年初めころから平成１

９年４月１８日までは，静岡県内に設置されており，同月１９日から現在に至るま

で，東京都又はその近郊に設置されている。これを前提にすると，原告らの著作隣

接権としての複製権（著作権法９８条）の侵害による損害額は以下のとおりである。 

ⅰ 平成１７年４月１日から平成１９年４月１８日までの間の原告ＮＨＫ及び原

告静岡局各社の損害額 

 原告ＮＨＫ １９５９万７５００円（２波分） 

 原告静岡局各社 各９７９万８７５０円 

（計算式） 

初期登録料       3,000(円)×500(人)＝  1,500,000(円)・・・① 

１か月当たりの売上    10,500(円)×500(人)＝  5,250,000(円)・・・② 

被告の利益額｛①＋②×24(月)＋②×18/30（月）｝×90%＝117,585,000(円)③ 

１放送波当たりの損害額（原告ＮＨＫは２波として計算） 

③×1/2×1/6=9,798,750(円) 

ⅱ 平成１９年４月１９日から平成２３年６月３０日までの間の原告ＮＨＫ及び

原告東京局各社の損害額（脱退原告らの損害額を含む。） 

原告ＮＨＫ ３４０２万円（２波分） 

 原告東京局各社 各１７０１万円 
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（計算式） 

１か月当たりの売上 10,500(円)×500(人)＝  5,250,000(円)・・・① 

被告の利益額｛①×12/30（月）＋①×50（月）｝×90%＝238,140,000(円)・② 

１放送波当たりの損害額（原告ＮＨＫは２波として計算） 

②×1/2×1/7=17,010,000(円) 

(b) 複製権（著作権法２１条）の侵害による損害額 

平成１７年４月１日から平成２３年６月３０日までの間の複製権（著作権法２１

条）の侵害による原告ＮＨＫ及び原告東京局各社の損害額（脱退原告らの損害額を

含む。）の合計は，下記のとおり，被告の利益額の２分の１である１億７７８６万２

５００円を下らない。そうすると，１時間番組１番組当たりの損害額は，以下のと

おり，１０５万８７０５円を下らない。また，３０分番組１番組当たりの損害額は，

５２万９３５２円を下らない。 

（計算式） 

初期登録料       3,000(円)×500(人)＝  1,500,000(円)・・・① 

１か月当たりの売上    10,500(円)×500(人)＝  5,250,000(円)・・・② 

被告の利益額の２分の１  

｛①＋②×75(月)｝×90%×1/2＝177,862,500(円)・・・③ 

１時間番組１番組当たりの損害額 

177,862,500(円)÷7（日）÷24（時間）＝1,058,705(円)（１円未満切捨て）④ 

３０分番組１番組当たりの損害額 

④×1/2＝529,352(円) （１円未満切捨て） 

また，本件番組１，２，５及び５－２は，３０分番組であり，その余の本件番組

は，いずれも１時間番組である。さらに，本件番組２は，毎週月曜日から木曜日ま

で４回放送されており，その余の本件番組は，いずれも週１回放送されている。な

お，本件番組４と４－２，７と７－２は，それぞれ放送期間が重複することから，

当該番組については１番組分についてのみ損害賠償を請求する。 
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これを前提にすると，原告ＮＨＫ及び原告東京局各社の複製権（著作権法２１条）

の侵害による損害額（脱退原告らの損害額を含む。）は以下のとおりである。 

原告ＮＨＫ ２６４万６７６０円（３０分番組，５番組） 

原告日本テレビ，原告ＴＢＳ，原告テレビ朝日，原告テレビ東京 各１０５万８

７０５円（１時間番組，１番組） 

原告フジテレビ ５２万９３５２円（３０分番組，１番組） 

(c) 以上によれば，著作権法１１４条２項に基づく損害額は，以下のとおりとな

る。 

原告ＮＨＫ ５６２６万４２６０円 

（19,597,500＋34,020,000＋2,646,760=56,264,260） 

原告日本テレビ １８０６万８７０５円 

（17,010,000＋1,058,705＝18,068,705） 

原告ＴＢＳ（脱退原告ＴＢＳ分を含む。） １８０６万８７０５円 

（17,010,000＋1,058,705＝18,068,705） 

原告フジテレビ（脱退原告フジテレビ分を含む。） １７５３万９３５２円

（17,010,000＋529,352＝17,539,352） 

原告テレビ朝日 １８０６万８７０５円 

（17,010,000＋1,058,705＝18,068,705） 

原告テレビ東京 １８０６万８７０５円 

（17,010,000＋1,058,705＝18,068,705） 

原告静岡局各社 各９７９万８７５０円 

（ｲ） 著作権法１１４条３項に基づく請求 

ａ 著作隣接権としての複製権（著作権法９８条）の侵害による損害額 

コンテンツの配信サービスにおいて，配信事業者から著作権者等の権利者に対し

て支払われる金額は，通常，当該権利者のコンテンツによって配信事業者が得た売

上の７０％を下らない。本件対象サービスの提供に当たっては，本件放送に係る著
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作隣接権の権利処理が必要不可欠であり，著作隣接権としての複製権（著作権法９

８条）の侵害による原告らの損害額合計は，上記使用料相当額の２分の１を下らな

い。また，親機ロクラクは，平成１６年初めころから平成１９年４月１８日までは，

静岡県内に設置されており，同月１９日から現在に至るまで，東京都又はその近郊

に設置されている。これを前提にすると，原告らの著作隣接権としての複製権（著

作権法９８条）の侵害による損害額（脱退原告らの損害額を含む。）は以下のとおり

である。 

(a) 平成１７年４月１日から平成１９年４月１８日までの間の原告ＮＨＫ及び

原告静岡局各社の損害額 

 原告ＮＨＫ １５２４万２５００円（２波分） 

 原告静岡局各社 各７６２万１２５０円 

（計算式） 

初期登録料       3,000(円)×500(人)＝  1,500,000(円)・・・① 

１か月当たりの売上    10,500(円)×500(人)＝  5,250,000(円)・・・② 

合計売上  ①＋②×24(月)＋②×18/30（月）＝130,650,000(円)・・・③ 

１放送波当たりの損害額（原告ＮＨＫは２波として計算） 

③×70%×1/2×1/6=7,621,250(円) 

(b) 平成１９年４月１９日から平成２３年６月３０日までの間の原告ＮＨＫ及

び原告東京局各社の損害額（脱退原告らの損害額を含む。） 

原告ＮＨＫ ２６４６万円（２波分） 

 原告東京局各社 各１３２３万円 

（計算式） 

１か月当たりの売上    10,500(円)×500(人)＝  5,250,000(円)・・・① 

合計売上    ①×12/30（月）＋①×50（月）＝264,600,000(円)・・・② 

１放送波当たりの損害額（原告ＮＨＫは２波として計算） 

②×70%×1/2×1/7=13,230,000(円) 



 23 

ｂ 複製権（著作権法２１条）の侵害による損害額 

複製権（著作権法２１条）の侵害による原告ＮＨＫ及び原告東京局各社の損害額

（脱退原告らの損害額を含む。）の合計は，上記使用料相当額の２分の１を下らない。

そうすると，１時間番組１番組当たりの損害額は，以下のとおり，８２万３４３７

円を下らない。また，３０分番組１番組当たりの損害額は，４１万１７１８円を下

らない。 

（計算式） 

初期登録料         3,000(円)×500(人)＝  1,500,000(円)・・・① 

１か月当たりの売上      10,500(円)×500(人)＝  5,250,000(円)・・・② 

合計売上            ①＋②×75(月)＝395,250,000(円)・・・③ 

１時間番組１番組当たりの損害額 

③×70%×1/2÷7（日）÷24（時間）＝823,437(円)（１円未満切捨て）・・・④ 

３０分番組１番組当たりの損害額 

④×1/2＝411,718(円) （１円未満切捨て） 

また，本件番組１，２，５及び５－２は，３０分番組であり，その余の本件番組

は，いずれも１時間番組である。さらに，本件番組２は，毎週月曜日から木曜日ま

で４回放送されており，その余の本件番組は，いずれも週１回放送されている。な

お，本件番組４と４－２，７と７－２は，それぞれ放送期間が重複することから，

当該番組については１番組分についてのみ損害賠償を請求する。 

これを前提にすると，原告ＮＨＫ及び原告東京局各社の複製権（著作権法２１条）

の侵害による損害額（脱退原告らの損害額を含む。）は以下のとおりである。 

原告ＮＨＫ ２０５万８５９０円（３０分番組，５番組） 

原告日本テレビ，原告ＴＢＳ，原告テレビ朝日，原告テレビ東京 各８２万３４

３７円（１時間番組，１番組） 

原告フジテレビ ４１万１７１８円（３０分番組，１番組） 

ｃ 以上によれば，著作権法１１４条３項に基づく損害額は，以下のとおりとな
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る。 

原告ＮＨＫ ４３７６万１０９０円 

（15,242,500＋26,460,000＋2,058,590=43,761,090） 

原告日本テレビ １４０５万３４３７円 

（13,230,000＋823,437＝14,053,437） 

原告ＴＢＳ（脱退原告ＴＢＳ分を含む。） １４０５万３４３７円 

（13,230,000＋823,437＝14,053,437） 

原告フジテレビ（脱退原告フジテレビ分を含む。） １３６４万１７１８円 

（13,230,000＋411,718＝13,641,718） 

原告テレビ朝日 １４０５万３４３７円 

（13,230,000＋823,437＝14,053,437） 

原告テレビ東京 １４０５万３４３７円 

（13,230,000＋823,437＝14,053,437） 

原告静岡局各社 各７６２万１２５０円 

 (ｳ) 著作権法１１４条の５に基づく請求 

仮に，原告らによる損害額の立証が困難であるとされた場合であっても，本件訴

訟の口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果を総合し，著作権法１１４条の５の規定

に基づき，原告らに生じた相当な損害額が認定されるべきである。 

イ 弁護士費用 

被告の複製権（著作権法２１条）及び著作隣接権としての複製権（著作権法９８

条）の侵害行為により，原告らが負担させられた弁護士費用は，本件訴訟の提起に

至るまでの警告，仮処分命令申立等の経緯等に鑑みれば，各自２００万円を下らな

い。」 

第１審判決４６頁１９行目の後に，行を改めて，次のとおり挿入する。 

「(ｴ) 原告らは，被告の利益額を２分し，その１を著作隣接権者の損害とし，そ

の余を著作権者の損害とする。しかし，両者を同額とする理由がないこと，網羅的
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な放送波には，レコード製作者や実演家の著作隣接権も含まれていることからすれ

ば，原告らの算定方法に，合理性はない。また，原告らの損害が均一であるとする

理由もないし，被告の利益額を１週間の時間数で除して，放送１時間ないし３０分

当たりの利益額を算出し，そこから原告らの損害額を算定する理由もない。」 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 争点１（被告は，本件放送番組等の複製の主体か）について 

 上記第２の１の(3)記載のとおり，最高裁判所は，「放送番組等の複製物を取得す

ることを可能にするサービスにおいて，サービスを提供する者（サービス提供者）

が，その管理，支配下において，テレビアンテナで受信した放送を複製の機能を有

する機器（複製機器）に入力していて，当該複製機器に録画の指示がされると放送

番組等の複製が自動的に行われる場合には，その録画の指示を当該サービスの利用

者がするものであっても，サービス提供者はその複製の主体であると解するのが相

当である。」，「複製の主体の判断に当たっては，複製の対象，方法，複製への関与の

内容，程度等の諸要素を考慮して，誰が当該著作物の複製をしているといえるかを

判断するのが相当である」等と判示して，本件サービスにおける親機ロクラクの管

理状況等について，更なる審理を尽くさせる必要があるとした。 

当裁判所は，審理の結果，本件サービスにおける，複製の対象，方法，複製への

関与の内容，程度等の諸要素を考慮すると，被告は，放送番組等の複製物を取得す

ることを可能にする本件サービスにおいて，その支配，管理下において，テレビア

ンテナで受信した放送を複製の機能を有する機器に入力していて，当該複製機器に

録画の指示がされると放送番組等の複製が自動的に行われる場合におけるサービス

提供者に該当し，したがって，被告は，本件放送番組等の複製の主体であると認定，

判断すべきであると解した。 

その理由は，以下のとおりである。 

 (1) 事実認定 

証拠及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる。 
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ア ロクラクⅡの親子機能を利用したテレビ番組の視聴方法 

被告は，ロクラクⅡを製造し，これを販売又は貸与している。ロクラクⅡは，２

台の機器の一方を親機とし，他方を子機として用いることができる。親機ロクラク

は，テレビチューナーを内蔵し，受信した放送番組等をハードディスクに録画する

機能や録画に係るデータをインターネットを介して子機ロクラクに送信する機能を

有し，子機ロクラクは，インターネットを介して，親機ロクラクにおける録画を指

示し，その後親機ロクラクから録画に係るデータの送信を受け，これを再生する機

能を有している。 

上記のとおり，ロクラクⅡの利用者は，親機ロクラクと子機ロクラクをインター

ネットを介して１対１で対応させることにより，親機ロクラクにおいて録画された

放送番組等を親機ロクラクとは別の場所に設置した子機ロクラクにおいて視聴する

ことができる。その具体的な手順は，①利用者が，手元の子機ロクラクを操作して，

親機ロクラクに対し，特定の放送番組等について録画の指示をする，②その指示が，

インターネットを介して対応関係を有する親機ロクラクに伝えられる，③親機ロク

ラクには，テレビアンテナで受信された放送が入力されており，上記録画の指示が

あると，指示に係る上記放送番組等が，親機ロクラクにより自動的にハードディス

クに保存され，このデータがインターネットを介して子機ロクラクに送信される（送

信後，このデータは，親機ロクラクから消去される。），④利用者は，子機ロクラ

クを操作して，親機ロクラクから送信されてきた上記データを再生し，当該放送番

組等を視聴することができる，というものである。 

ロクラクⅡの親子機能を利用するためには，親機ロクラク側において，テレビア

ンテナの接続環境，電源供給環境及び高速インターネットの接続環境が必要であり，

子機ロクラク側において，電源供給環境及び高速インターネットの接続環境が必要

である（甲２の１～２の３５，３の１～３の２８，４の１～４の２８，８の１～８

の１５，２１，２４の１～２４の２５，３１，３９，乙３４）。 

イ 本件モニタ事業 
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被告は，平成１６年初めころ，無料のモニタを募集し，これらのモニタを対象と

して，親子機能を有するロクラクⅡビデオデッキのセットをレンタルする本件モニ

タ事業を開始した。本件モニタ事業の具体的な内容は，①被告は，「ロクラクⅡビ

デオデッキレンタル」という名称の賃貸事業の試行のため，ロクラクⅡ２台を無料

で貸し出す，②利用者は，１台のモニタ機器（子機ロクラク）を日本国外の手元に

設置し，他の１台のモニタ機器（親機ロクラク）を日本国内に設置する，③これに

より，利用者は，日本国内のテレビ番組を録画し，手元のモニタ機器で再生するこ

とができる，④日本国内に設置するモニタ機器については，利用者から特段の申出

がない限り，被告において設置場所を提供し，その場合，静岡県浜松市において通

常受信できる放送のみが対象となる，⑤この設置場所の提供には，番組受信ないし

インターネット接続のための設備の提供も含まれる，というものであり，利用者と

しては，日本国外在住の日本人が想定されていた。 

本件モニタ事業が行われていた当時，利用者が別途設置場所を申し出た例外的な

場合を除き，ほとんどの親機ロクラクは，静岡県浜松市内の被告本社事業所内に設

置，保管され，同所において，電源が供給され，高速インターネット回線に接続さ

れるとともに，分配機等を介して，テレビアンテナに接続されていた（甲２３，３

０，３１，弁論の全趣旨）。 

ウ 原告ＮＨＫによる警告等 

原告ＮＨＫは，平成１６年６月１６日付けで，被告に対し，本件サービスは，放

送番組の複製行為に当たり，原告ＮＨＫの著作権及び著作隣接権を侵害するとして，

本件サービスの中止，本件サービスに供している機器類の廃棄を求める内容証明郵

便を送付した。これに対し，被告は，平成１６年７月２日付け及び同月２１日付け

内容証明郵便で，原告ＮＨＫに対し，本件サービスは，借主個人が被告から貸与さ

れた機器を使用して放送番組を私的な目的で複製するものであり，被告は複製の主

体ではないとの回答をした。その後も，原告ＮＨＫは，平成１８年３月１０日ころ

まで，被告との間で，代理人弁護士を介して，本件サービスの中止等に関する交渉
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を続けたが，解決に至らなかった。また，脱退前原告東京局各社も，平成１７年６

月９日，原告ＮＨＫと連名で，被告に対し，本件サービスの中止を求める内容証明

郵便を送付した（甲６の１の１，６の１の２，６の２～６の１１，６の１２の１，

６の１２の２，６の１３，６の１４，６の１５の１，６の１５の２，６の１６～６

の２１）。 

エ 本件サービス開始前の告知 

被告は，平成１６年８月ころ，被告サイト上に，「ロクラクⅡビデオデッキレンタ

ル」を利用して，日本国外在住の利用者が日本のテレビ番組を視聴するサービスに

関し，「日本のテレビ番組を録画する為に日本国内に設置するロクラクⅡにはアンテ

ナ接続が必要です。海外のご自宅のロクラクⅡから番組の録画予約・転送をする為

に日本国内で設置するロクラクⅡにはインターネット接続が必要です。日本国内に

設置場所がないお客様には，日本国内のロクラクⅡの設置場所として，当社ハウジ

ングセンターのご利用をおすすめします。」（甲４の１），「オプショナル契約（設置

場所の提供） レンタル機器を２台レンタルされるお客様のうち，特にご希望があ

る場合には，別途，レンタル機器１台の設置場所を提供する付加契約（オプショナ

ル契約）を締結することができます。同契約の内容には，特にお客様から不要であ

る旨の申し出がない限り，設置場所での番組受信ないしインターネット接続のため

の設備の提供も含まれますが，当社は，インターネット通信回線及びテレビ放送受

信アンテナなどの提供される設備に関し，その品質や性能を何ら保証するものでは

ありません。・・・オプショナル契約に基づきお客様に提供する設置場所において，

お客様が地域的に受信できる放送は，静岡県浜松市において通常受信できる放送の

みとなります。」（甲４の１４），「お客様には，日本のお預かりセンターに設置する

お客様個人のロクラクⅡをレンタルしていただきます。この日本側のロクラクⅡは

日本のお預かりセンターに設置し，インターネット接続やテレビ放送番組を受信す

るために必要な環境をご用意いたします。」（甲８の４），「ロクラクⅡ・レンタルサ

ービスは，日本側ハウジングセンターのインターネット通信回線・テレビ番組受信



 29 

の為のアンテナ等の設備及び，インターネット利用の為の費用に付きましては無償

で提供されるものです。」（甲８の１１）などと記載し，被告自ら親機ロクラクの設

置場所を提供するサービスを予定している旨告知していた。 

オ 本件サービスの開始等 

(ｱ) 本件サービスの開始 

被告は，平成１７年２月末ころ，本件モニタ事業を終了し，同年３月１０日ころ

から，有料でロクラクⅡのレンタルを行う本件サービス（親機ロクラクと子機ロク

ラクの両方をレンタルする方法と，子機ロクラクを販売し親機ロクラクをレンタル

する方法が用意されていた。）を開始した。この際，本件モニタ事業により，無料

でロクラクⅡの貸与を受けていた者には，被告から子機ロクラクにメールが送信さ

れ，平成１７年３月９日までに子機ロクラクを返却しない場合，有料の本件サービ

スへ自動的に移行する旨通知された（甲９，３１）。 

(ｲ) レンタル規約 

被告が作成したロクラクⅡのレンタル規約には，親機ロクラク及び子機ロクラク

の双方をレンタルするサービスについて，①機器の設置場所の確保は利用者が行う

が，被告において当該設置場所が不相当と判断した場合には別の設置場所を登録し

なければならないこと，②被告は，性能や機能の維持向上のため，定期的に機器の

メンテナンスを行うこと，③標準モデルでは，レンタル料金等として，初期登録料

３０００円，１か月のレンタル料８５００円を要するほか，保証金（預かり金）と

して，子機ロクラク１台につき５万円，親機ロクラク１台につき１０万円を要する

こと，④支払はクレジットカードで行うこと，⑤ただし，上記親機ロクラクの保証

金は，設置場所の安全度が被告の基準に適合すれば不要であること，などが定めら

れていた。また，子機ロクラクを販売し親機ロクラクをレンタルするサービスにつ

いては，標準モデルでは，レンタル料金等として，初期登録料３０００円，１か月

のレンタル料６５００円を要するほか，保証金（預かり金）として，親機ロクラク

１台につき１０万円を要すること，ただし，上記親機ロクラクの保証金は，設置場
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所の安全度が被告の基準に適合すれば不要であることなどが定められているほか，

上記①，②，④と同様の規定がされていた（甲２の７，２の８，２の１２，２の１

４，２４の９）。 

カ 取扱業者ないし代理店の役割 

本件サービスについては，取扱業者又は代理店と称される仲介業者（以下「取扱

業者等」という。）が，主として日本国外において，本件サービスの利用を勧誘し

たり，親機ロクラクの設置場所を斡旋するなどしており，これに対し，取扱業者等

は，被告から一定の金員を受領している（ＤＤ社の場合，仲介した利用者の月々の

レンタル料の約２０％を受領している。）。被告は，被告サイト内で，本件サービ

スの取扱業者等を募集しており，その募集地域は，日本のほか，ヨーロッパ，アジ

ア，オセアニア，北米及び南米と広範囲にわたっている。取扱業者等は，日本国外

の情報誌等に，単独名義又は被告と共同名義で本件サービスの広告を掲載しており，

その際，被告が使用する「NYX」との標章を使用する取扱業者等もある（なお，NYX 

INTERNATIONAL PTE.LTD.（以下「ＮＩ社」という。）は，被告代表取締役が株

主かつ取締役であるシンガポールの会社である。）。取扱業者等は，被告本社事業所

に集まり，活動報告をすることもあった（甲１，２の１，２の１７，４の１６～４

の１８，５の２～５の７，１０，１２，３１，３９，７４～７７，乙３）。 

キ 親機ロクラクの設置に関する取扱いの変更等 

平成１７年夏ころ（平成１７年６月１６日より後），本件サービスの申込みをし

たある者は，当初，取扱業者等から，親機ロクラクを静岡県内において預かる場合

には保証金等が不要であるとの説明を受け，この取扱いに同意し，静岡県内で放送

されるローカル番組を含むテレビ番組を視聴していた。その後，子機ロクラクの操

作画面上にある「NYXからのお知らせ」に，「Nustar Supply不動産よりお知らせ」

として，親機ロクラクの設置場所用のアパート賃貸情報が送信された。上記利用者

が，設置場所の賃借の申込みを子機ロクラクの操作により行うと，それ以降，レン

タル料とは別に，賃料が，既に被告に提供していたクレジットカード情報に係るク
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レジットカードにより決済され，「Nustar Supply レントダイ」との支払先・費目

の下に支払われるようになった。クレジットカード決済の収納代行サービス会社で

あるＳＢＩベリトランス株式会社と収納代行サービス契約を締結した者は，当初は，

「Nustar Supply レントダイ」との名称を用いた被告であったが，平成１８年７

月１０日に株式会社日本コンピュータ（以下「日本コンピュータ」という。）に変更

され，その後の平成１９年３月３１日に上記の契約は解約された。日本コンピュー

タは，本社事業所が静岡県浜松市●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●にあり，被告本社事業所とは同一フロアの隣り合わせであり（出入口は別である

が，喫煙室は共用であり，喫煙室を介して互いの往来は可能である。），その代表

取締役は，被告の代表取締役と同一であり，他の２名の取締役も被告の取締役及び

監査役が務めるほか，被告にロクラクⅡの OEM 供給を行い，「録楽」，「ロクラ

ク」，「ろくらく」及び「ROKURAKU」の横書きの４つの単語を上から４段に重

ねた商標の商標権者である（甲１０，１３の１，１３の２，１４の１，１４の２，

１５～１７，乙９，１６）。 

なお，ハウジング業者は，特定の利用者とのレンタル契約に基づき，その者のた

めに，親機ロクラクを管理，保管するが，当該レンタル契約が終了した後も，他の

利用者が新規レンタル契約をすることに備えて，引き続き親機ロクラクの管理，保

管を継続する例もある。そのような場合に，ハウジング業者が，被告ないし取扱業

者から，賃料等の支払を受けたとの事実は認められない（乙３７，弁論の全趣旨）。 

ク 取扱業者等の顧客対応 

Ａは，被告サイトに掲載されていた電子メールアドレス宛てに，シンガポールに

おける本件サービスについて問い合わせをしたところ，その回答は，ＮＩ社からさ

れた。さらにその後，平成１８年７月１３日，上記Ａは，本件サービスに関連して，

ＮＩ社からの電話を受けたが，着信履歴に残された電話番号は，静岡県内にある被

告事業所の電話番号と同一であった（甲１１）。 

また，平成２３年５月ころ，本件サービスについて，ＦＬＰ社に電話で問い合わ
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せをしたある者は，担当者から，日本側に置いてある親機ロクラクは，「日本のロ

クラクの方で一括管理」しており，その管理費は月々２１００円であること，契約

の際，親機ロクラクの設置場所として，利用者の日本における住所（実家等）を申

告する必要があるが，実際には，被告側で一括管理するとの説明を受けた。そして，

後日，ＦＬＰ社から送付されて来た，ロクラクレンタルの申込説明書（甲７１）に

は，「法律上日本の住所をお持ちの方がテレビ受信できることになっているため，登

録に必ず必要となります。ご実家などの日本の住所をご記入ください。ただし，実

際は東京のアパートをご契約していただく形で，親機のメンテナンスは日本の本社

でいたしますのでご安心ください。」との記載がされていた（甲６８～７３）。 

ケ 親機ロクラクの販売等 

被告サイトには，第１審判決前，親機ロクラク及び子機ロクラクのセットを業務

用（インターネットビデオ事業用）として販売するとの記載はあるが，一般利用者

向けに販売するとの記載はなかった。また，第１審判決後の被告サイトには，親機

ロクラク及び子機ロクラクのセットを販売する旨の記載はあるものの，その販売価

格は３９万８０００円であった（甲２の３５，６０の４，乙３６の１～３６の３，

弁論の全趣旨）。 

(2) 判断 

上記認定した事実に基づいて判断する。 

まず，ロクラクⅡは，親機ロクラクと子機ロクラクとをインターネットを介

して１対１で対応させることにより，親機ロクラクにおいて受信した放送番組

等を別の場所に設置した子機ロクラクにおいて視聴することができる機器であ

り，親機ロクラクは，設置場所においてテレビアンテナを用いて受信した放送

番組等をハードディスクに録画し，当該録画に係るデータをインターネットを

介して，子機ロクラクに送信するものであって，ロクラクⅡは，親子機能を利

用するに当たり，放送番組等を複製するものといえる。 

また，被告は，上記のような仕組みを有するロクラクⅡを利用者にレンタル
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し，月々，賃料（レンタル料）を得ている（なお，被告は，第１審判決前の時点

において，一般利用者に対し，親機ロクラクと子機ロクラクの双方を販売して

いたとは認められないのみならず，同判決後の時点においても，親機ロクラクと

子機ロクラクのセット価格が３９万８０００円と高額に設定されていることか

らすれば，親機ロクラクと子機ロクラクの双方を購入する利用者は，ほとんどいな

いものと推認される。）。そして，日本国内において，本件サービスを利用し，

居住地等では視聴できない他の放送エリアの放送番組等を受信しようとする需

要は多くないものと解されるから，本件サービスは，主に日本国外に居住する

利用者が，日本国内の放送番組等を視聴するためのサービスであると解される。 

さらに，本件サービスは，利用者が，日本国内に親機ロクラクの設置場所（上

記のとおり，電源供給環境のほか，テレビアンテナ及び高速インターネットへ

の接続環境を必要とする。）を確保すること等の煩わしさを解消させる目的で，

サービス提供者が，利用者に対し，親機ロクラクの設置場所を提供することを

当然の前提としたサービスであると理解できる。 

そして，被告は，本件モニタ事業当時には，ほとんどの親機ロクラクを被告

本社事業所内に設置，保管し，これに電源を供給し，高速インターネット回線

に接続するとともに，分配機等を介して，テレビアンテナに接続することによ

り，日本国外に居住する利用者が，日本国内の放送番組等の複製及び視聴をするこ

とを可能にしていたことが認められる。また，被告は，本件サービスにおいて，当

初は，親機ロクラクの設置場所として，被告自らハウジングセンターを設置するこ

とを計画していたこと，ところが，被告は，原告ＮＨＫらから，本件サービスが著

作権侵害等に該当する旨の警告を受けたため，利用者に対し，自ら或いは取扱業者

等をして，ハウジング業者等の紹介をし，ロクラクⅡのレンタル契約とは別に，利

用者とハウジング業者等との間で親機ロクラクの設置場所に係る賃貸借契約を締結

させるとの付随的な便宜供与をしたこと，親機ロクラクの設置場所に係る賃料につ

いては，被告自ら又は被告と密接な関係を有する日本コンピュータにおいて，クレ
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ジットカード決済に係る収納代行サービスの契約当事者になり，本件サービスに係

る事業を継続したことが認められる。 

上記の複製への関与の内容，程度等の諸要素を総合するならば，①被告は，本件

サービスを継続するに当たり，自ら，若しくは取扱業者等又はハウジング業者を補

助者とし，又はこれらと共同し，本件サービスに係る親機ロクラクを設置，管理し

ており，また，②被告は，その管理支配下において，テレビアンテナで受信した放

送番組等を複製機器である親機ロクラクに入力していて，本件サービスの利用者が，

その録画の指示をすると，上記親機ロクラクにおいて，本件放送番組等の複製が自

動的に行われる状態を継続的に作出しているということができる。したがって，本

件対象サービスの提供者たる被告が，本件放送番組等の複製の主体であると解すべ

きである。 

 (3) 被告の主張に対して 

被告は，本件サービス開始以降，親機ロクラクの設置，保管は，取扱業者等

の仲介により，ＮＳ社，ＷＰ＆ＡＭ社及びホライズン社等のハウジング業者が

行っており（現在レンタルされている親機ロクラクの約９割がホライズン社に

設置されている。），被告は，本件モニタ事業時に被告本社事業所に設置され

た親機ロクラクが全て他所に移動された平成１８年１月１０日以降，親機ロク

ラクの設置，保管には関与しておらず，設置場所に関する対価も得ていないと

主張する。 

しかし，被告の上記主張は，以下のとおり，採用することができない。 

ア 被告は，先行仮処分決定を受けて，各取扱業者等に対し，ＮＳ社等のハ

ウジング業者が静岡県内に設置，保管していた親機ロクラクについて，レンタ

ル契約を解除する旨の通知をし，これを受けた，ＤＤ社の取りまとめにより，

静岡県内に設置された親機ロクラクは，平成１９年４月１９日，被告とは無関

係にＮＳ社が借り受けて準備した東京都内の２か所（渋谷区内及び豊島区内）

に移動，設置されたと主張し，これを裏付ける証拠として，被告作成名義の「静
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岡県内の親機ロクラクの移動について」と題する書面（平成１９年４月６日付

け，乙１０），ＤＤ社作成名義の「親機ロクラクの東京移動日程とお願い」と

題する書面（同月１３日付け，乙１１），スカッシュ社作成名義の「デジタル

家電電器・取外し・移動・設置・報告書」（同月２０日付け，乙１３），「親

機ロクラク東京移動のご報告」と題する書面（同月２４日付け，乙１２），取

扱業者等５社作成名義の「親機ロクラクの静岡県内設置の有無についてのご照

会」に対する回答書（乙１５）等を提出する。 

イ このうち，被告作成名義の「静岡県内の親機ロクラクの移動について」

と題する書面（平成１９年４月６日付け）には，「仮処分決定履行のため４月末

までに，以下の徹底をお願いします。（再連絡）」，「依頼内容：静岡県内からの

親機ロクラクの移動（すでに依頼済み内容です）」，「裁判所の差止め命令により，

静岡県内の地上波アナログ放送を親機ロクラクで録画することが禁止されました。

速やかに，静岡県内にあるすべてのお客様の親機ロクラクを静岡県外に移動させて

下さい。」との記載がある（乙１０）。また，ＤＤ社作成名義の「親機ロクラクの

東京移動日程とお願い」と題する書面（同月１３日付け）には，「弊社にて，静岡

県内に設置されていると判明した，全ての親機ロクラクは，４月１９日（木曜日）

に，前回と同じ業者を使って東京都内に移動する予定です。今回は，業者に移動実

施過程詳細な書面報告を委託しましたので，移動後８日以内に，移動実施の過程を

書面にてご報告致します。従いまして報告期限の４月２７日（金曜日）までは，一

方的なレンタル契約の解約をされないことを強く要望致します。」との記載がある

（乙１１）。さらに，スカッシュ社作成名義の「デジタル家電機器・取外し・移動・

設置・報告書」（同月２０日付け）には，写真とともに，同月１９日に，浜松にお

いてレンタカーを手配し，浜松市内の２か所（判決注・有限会社スター電子工業と

スカッシュ社）でロクラクⅡの取外し作業を行い，東京都内の２か所に移動，設置

した旨の説明が記載されており（乙１３），ＤＤ社作成名義の「親機ロクラク東京

移動のご報告」と題する書面（同月２４日付け）には，東京都豊島区●●●●●●
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●●及び東京都渋谷区●●●●●●●●●に親機ロクラクを移動した旨が記載され

ている（乙１２）。そして，ＤＤ社を含む取扱業者等５社が作成した「親機ロクラ

クの静岡県内設置の有無についてのご照会」に対する回答書には，平成１９年４月

２３日ないし同月２４日時点において，静岡県内に親機ロクラクを設置している利

用者がいない旨記載されている（乙１５）。 

ウ しかし，上記各証拠は，いずれも被告とその関係者との間の内部的な文書に

すぎず，仮にこれが作成名義人により作成日付の日に作成されたものであるとして

も，その記載内容が直ちに事実であると推認することはできない上，上記各証拠に

記載された内容は，以下のとおり，到底採用することができない。 

すなわち，原告ＴＢＳの従業員が，平成１９年６月１４日ころ，スカッシュ社作

成名義の報告書（乙１３）において，静岡県内で親機ロクラクを取り外した場所と

して記載された２か所を訪問したところ，スター電子工業の事務員は，ロクラクを

製造したことは何度かあるが，預かったことはないなどと述べ，同社代表取締役Ｂ

は，「何も答えられない」，「いろいろなことがあるので，この場で回答はできな

いが，後で文書で質問して貰えば回答する」，「ロクラクを作ったことは認めるが，

日本デジタル家電とは取引がないし，知らない」などと述べていた（なお，スター

電子工業のホームページには，取引先として日本コンピュータが記載されている。）。

また，スカッシュ社の代表取締役Ｃは，業務として行っているものは，同人がアル

バイト的に請け負ったＰＴＡの会報等の印刷くらいであり，コンピュータ機器の管

理や運送等の業務については一切行っていない，夫であるＤは，別の仕事をもって

おり，スカッシュ社としての仕事はしていない，スカッシュ社作成名義の「デジ

タル家電電器・取外し・移動・設置・報告書」（乙１３）は全く知らない，ロ

クラクⅡを管理，保管したことはなく，被告やＤＤ社も知らない，などと述べて

いた（甲３２）。 

また，上記報告書（乙１３）におけるレンタカーは，スカッシュ社名義で借りら

れているが，実際にレンタカーを借りたのは，上記のとおり被告と密接な関係を有
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する日本コンピュータの従業員であるＥであった（甲３４の１，３４の２，３５）。 

なお，スター電子工業は，被告代理人からの弁護士法２３条の２第１項に基づく

照会に対しては，同社は，平成１８年１月から平成１９年４月までの間，ニュース

ターサプライと名乗る会社に対して，事務所の一部を賃貸し，そこにロクラクⅡが

置かれていたなどと回答している（乙３３の１～３３の３）。また，スカッシュ社

も，上記と同様の照会に対し，ＤＤ社からの要請でマレーシアの会社に自宅の一部

を貸す仲介をし，平成１８年１月から平成１９年４月までの間，自宅にロクラクⅡ

が置かれていたなどと回答している（乙３２の１～３２の３）。しかし，スター電

子工業及びスカッシュ社の上記回答の内容は，原告ＴＢＳの従業員が訪問した際の

状況等に照らすならば，採用することはできない。 

さらに，原告テレビ朝日の従業員は，平成１９年１２月２１日，上記スカッシュ

社作成名義の報告書（乙１３）及びＤＤ社作成名義の報告書（乙１２）において，

親機ロクラクの東京都内の設置場所として記載された２か所のうちの１つである豊

島区●●所在のクロスワン社を訪問した。この際，クロスワン社の代表取締役Ｆは，

平成１９年６月ころに約１か月間，ロクラクⅡと思われる機器を５０台ほど預かっ

たが，箱から出して棚に並べていただけで，上記機器は電源やテレビアンテナに接

続していない，などと述べていた（甲３８）。 

エ 以上によれば，被告提出の上記各証拠は，客観的な事実や関係者の供述と齟

齬する部分があり，採用することができない。被告は，第１審において，脱退前原

告らのみならず，裁判所からも，親機ロクラクの具体的設置状況について明らかに

するよう求められながら，信用性に乏しい上記各証拠の提出を繰り返しており，こ

のような不誠実な訴訟態度に照らしても，被告の親機ロクラクの設置場所に関する

上記主張を採用することはできない。 

(4) 小括 

以上のとおり，被告は，本件サービスを継続するに当たり，自ら，若しくは取扱

業者等又はハウジング業者を補助者とし，又はこれと共同し，本件サービスに係る



 38 

親機ロクラクを設置，管理しており，その管理支配下において，テレビアンテナで

受信した放送番組等を複製機器である親機ロクラクに入力していて，本件サービス

の利用者が，その録画の指示をすると，上記親機ロクラクにおいて，本件放送番組

等の複製が自動的に行われる状態を作出しているということができる。したがって，

本件対象サービスの提供者たる被告が，本件放送番組等の複製の主体であると解す

べきである。 

本件においては，被告は，利用者から親機ロクラクの設置場所に関する対価を，

直接的に受領しているか否か，また，本件対象サービスに係る親機ロクラクの設置

場所がどこであるか，必ずしも確定的に認定することはできないが，そのような事

情は，前記の認定，判断を左右するものではない。また，仮に，親機ロクラクの多

くが，ホライズン社に設置されているとしても，被告の管理支配下にあるものとみ

ることができる。 

 ２ 争点２（原告らの損害の有無及びその金額）について 

 (1) 上記１のとおり，本件対象サービスを提供して，本件放送番組等の複製行為

を行う被告の行為は，原告ＮＨＫ，原告東京局各社及び脱退原告らの複製権（著作

権法２１条），並びに原告ら及び脱退原告らの著作隣接権としての複製権（著作権法

９８条）を侵害するものであり，同行為は，少なくとも過失により行われたものと

いえる。 

 そして，上記侵害行為により原告ら及び脱退原告らに生じた損害額は，以下のと

おりと認められる。 

 (2) 逸失利益について 

 ア 著作権法１１４条２項に基づく請求について 

原告らは，複製権（著作権法２１条）又は著作隣接権としての複製権（著作権法

９８条）の侵害による損害について，著作権法１１４条２項に基づき，被告が平成

１７年４月１日から平成２３年６月３０日までの間，利用者５００人から，初期登

録料３０００円のほかに，１か月当たりレンタル料８５００円及びアパート代２０
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００円の合計１万０５００円の支払を受けており，これに対する利益率が９０パー

セントであるとして，これを根拠として算定した金額が，原告らに生じた損害額で

あると主張する。 

 しかし，本件全証拠によるも，本件対象サービスにおいて，親機ロクラクと子機

ロクラクの双方がレンタルされているサービスと，親機ロクラクがレンタルされ子

機ロクラクが販売されているサービスとの比率や，本件対象サービスに係る経費等

は判然とせず，被告が本件対象サービスによって受けている利益額を算定すること

はできないから，原告らの著作権法１１４条２項に基づく損害額の主張は採用する

ことができない。 

 イ 著作権法１１４条３項に基づく請求について 

 原告らは，複製権（著作権法２１条）又は著作隣接権としての複製権（著作権法

９８条）の侵害による損害額について，予備的に，著作権法１１４条３項に基づき，

被告が平成１７年４月１日から平成２３年６月３０日まで，利用者５００人から，

初期登録料３０００円のほかに，１か月当たりレンタル料８５００円及びアパート

代２０００円の合計１万０５００円の支払を受けており，コンテンツ配信サービス

において，配信事業者から著作権者等の権利者に対して支払われる金額は，当該権

利者のコンテンツによって配信事業者が得た売上の７０パーセントを下らないとし

て，これを根拠として算定した金額が，原告らに生じた損害額であると主張する。 

 しかし，上記のとおり，本件全証拠によるも，本件対象サービスにおいて，親機

ロクラクと子機ロクラクの双方がレンタルされているサービスと，親機ロクラクが

レンタルされ子機ロクラクが販売されているサービスとの比率は，判然としない。

また，原告ＮＨＫ及び原告東京局各社が主張する，複製権（著作権法２１条）の侵

害による損害については，本件番組の複製の回数等について，主張立証がされてい

ないから，著作権法１１４条３項に基づき損害額の算定をすることはできない。さ

らに，原告らが主張する，著作隣接権としての複製権（著作権法９８条）の侵害に

ついても，親機ロクラクは，上記のとおり，子機ロクラクから指示を受けた場合に，
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放送に係る音又は影像をハードディスクに保存するものであり，常時，放送に係る

音又は影像の複製をしているわけではなく，本件放送に係る音又は影像の複製の回

数等についての主張立証はないから，著作権法１１４条３項に基づき損害額の算定

をすることはできない。 

 したがって，原告らの著作権法１１４条３項に基づく損害額の主張は採用するこ

とができない。 

ウ 著作権法１１４条の５（相当な損害額の認定）に基づく請求について 

被告による本件番組及び本件放送に係る音又は影像の複製行為により，原告ら及

び脱退原告らに複製権（著作権法２１条）ないし著作隣接権としての複製権（著作

権法９８条）の侵害による損害が生じていることが認められるところ，上記ア及び

イのとおり，本件放送番組等の複製の回数等の事実関係が立証されておらず，損害

額を立証するために必要な事実を立証することが当該事実の性質上極めて困難であ

るから，著作権法１１４条の５により，口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基

づいて，損害額を認定するのが相当である。 

なお，被告は，本件対象サービスは，主に海外居住者に日本国内の放送を視聴す

る機会を確保するものにすぎず，日本国内においてタイムシフトによる視聴をする

場合と異ならないから，原告らに財産的損害は発生しないと主張する。しかし，被

告による本件放送番組等の複製を，個人的なタイムシフトによる視聴のための複製

と同視することはできず，被告の上記主張は採用することができない。 

(ｱ) 事実認定 

ａ 本件番組の１回の放送時間は，本件番組１が２３分，本件番組２が２９分，

本件番組３が６０分，本件番組４が５９分，本件番組５が３０分，本件番組６及び

７が５４分である。 

また，本件番組２は，原則として毎週月曜日から木曜日まで週４回放送されてお

り，その余の本件番組は，原則として週１回放送されている。本件番組の，平成１

６年１月１日から平成１９年４月１８日まで（本件番組３については平成２０年３
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月３１日まで）の放送回数は，本件番組１が１６１回，本件番組２が４８８回，本

件番組３が１４３回，本件番組４が１６３回，本件番組４－２が９５回，本件番組

５が１６６回，本件番組６が１４６回，本件番組７が１３９回，本件番組７－２が

１６回である。なお，本件番組５は，平成２０年１０月４日放送分から番組名が「Ｍ

ＵＳＩＣ ＦＡＩＲ２１」から「ＭＵＳＩＣ ＦＡＩＲ」に変更されたものである

（甲４１～４６，６２の１，６２の２，７９，弁論の全趣旨）。 

ｂ 本件番組の，平成１６年１月１日から平成１９年４月１８日まで（本件番組

３については平成２０年３月３１日まで）の平均視聴率は，以下のとおりである（甲

４１～４６，６２の１，６２の２）。 

本件番組１    １０．０パーセント 

本件番組２     ０．７パーセント 

本件番組３    １５．９パーセント 

本件番組４    １６．０パーセント 

本件番組４－２  １５．１パーセント 

本件番組５     ７．４パーセント 

本件番組６    １３．２パーセント 

本件番組７     ８．６パーセント 

本件番組７－２   ３．４パーセント 

ｃ 原告東京局各社は，インターネットを通じて，テレビ番組を有償又は無償で

配信しており，視聴が有償である場合の料金は，１話につき１０５円ないし１０５

０円である。上記配信を受ける場合，番組ごとに，視聴可能時間が設定され，その

時間内で何回でも視聴できる契約がされる事例がある（甲４７，４８の１～４８の

４，４９，５０の１～５０の４，５１，５２の１～５２の３，５３～５５，５６の

１～５６の３，５７～５９）。 

ｄ 株式会社ビデオリサーチ作成による「テレビ視聴率・広告の動向 テレビ調

査白書２００６」（甲４０）によれば，平成１８年度の１世帯当たりのテレビの１
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日の平均視聴時間は，平日が７時間４１分，土曜日が８時間５分，日曜日が８時間

４３分，週平均が７時間５４分であった。また，野村総合研究所が平成１７年４月

に実施した調査では，ＨＤＤレコーダー保有者が１週間にテレビをリアルタイムで

見る時間は平均１８．０時間であり，録画番組を見る時間は７．５時間であったと

の報告がされている（乙３１）。 

ｅ 被告は，平成１７年４月から平成２３年６月までの間の本件対象サービスの

契約数について，少なくとも，平成１７年４月が２７０，平成１８年４月が５１１，

平成１９年４月が６７４，平成２０年４月が７３１，平成２１年４月が５９９，平

成２２年４月が６３２，平成２３年４月が５３５，同年６月が約５１０であること

は認めている（乙４４）。 

(ｲ) 複製権（著作権法２１条）の侵害に係る損害額 

上記諸事情を総合考慮すれば，本件対象サービス開始後の平成１７年４月１日か

ら平成２３年６月３０日までの複製権（著作権法２１条）侵害に係る損害（脱退原

告らの損害分を含む。）として，以下の金額を認めるのが相当である（本件番組４

と４－２，７と７－２は，それぞれ放送期間が重複するとして，１番組分について

損害賠償請求がされているものである。また，上記のとおり，本件番組５と５－２

は，番組名が変更されたものである。）。 

本件番組１      １５万円 

本件番組２       ３万円 

本件番組３      ２４万円 

本件番組４（４－２） ２４万円 

本件番組５（５－２） １２万円 

本件番組６      １８万円 

本件番組７（７－２） １２万円 

(ｳ) 著作隣接権としての複製権（著作権法９８条）の侵害に係る損害額 

上記諸事情を総合考慮すれば，本件対象サービス開始後の平成１７年４月１日か
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ら平成２３年６月３０日まで（ただし，静岡局各社については，平成１９年４月１

８日まで）の著作隣接権としての複製権（著作権法９８条）の侵害に係る損害（脱

退原告らの損害分を含む。）として，以下の金額を認めるのが相当である。 

原告ＮＨＫ ４００万円 

原告東京局各社 各１２０万円 

原告静岡局各社 各８０万円 

エ 小括 

したがって，原告らの逸失利益の額は，以下のとおりであり，被告は，以下の金

額について，それぞれ賠償する義務を負う。 

原告ＮＨＫ ４１８万円 

(150,000+30,000+4,000,000=4,180,000) 

原告日本テレビ １４４万円 

(240,000+1,200,000=1,440,000) 

原告ＴＢＳ（脱退原告ＴＢＳ承継分を含む。） １４４万円 

(240,000+1,200,000=1,440,000) 

原告フジテレビ（脱退原告フジテレビ承継分を含む。） １３２万円 

(120,000+1,200,000=1,320,000) 

原告テレビ朝日 １３８万円 

(180,000+1,200,000=1,380,000) 

原告テレビ東京 １３２万円 

(120,000+1,200,000=1,320,000) 

原告静岡局各社 各８０万円 

(3) 弁護士費用 

原告らが，本件訴訟の提起及び追行を，原告ら代理人に委任したことは当裁判所

に顕著であり，本件での逸失利益額，事案の難易度，審理の内容等本件の一切の事

情を考慮し，被告の不法行為と相当因果関係のある弁護士費用としては，以下のと
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おり認めるのが相当である。 

原告ＮＨＫ ４２万円 

原告日本テレビ １４万円 

原告ＴＢＳ（脱退原告ＴＢＳ承継分を含む。） １４万円 

原告フジテレビ（脱退原告フジテレビ承継分を含む。） １３万円 

原告テレビ朝日 １４万円 

原告テレビ東京 １３万円 

原告静岡局各社 各８万円 

(4) まとめ 

以上から，被告は，以下の金額について，それぞれ賠償する義務を負う。 

原告ＮＨＫ ４６０万円 

（4,180,000+420,000=4,600,000） 

原告日本テレビ １５８万円 

(1,440,000+140,000=1,580,000) 

原告ＴＢＳ（脱退原告ＴＢＳ承継分を含む。） １５８万円 

(1,440,000+140,000=1,580,000) 

原告フジテレビ（脱退原告フジテレビ承継分を含む。） １４５万円 

(1,320,000+130,000=1,450,000) 

原告テレビ朝日 １５２万円 

(1,380,000+140,000=1,520,000) 

原告テレビ東京 １４５万円 

(1,320,000+130,000=1,450,000) 

原告静岡局各社 ８８万円 

(800,000+80,000=880,000) 

 ３ 争点３（原告の請求は権利の濫用といえるか）について 

 被告は，原告らの本件請求は権利の濫用に当たると主張するが，上記１，２によ
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れば，本件請求が権利を濫用するものであるとはいえず，被告の主張は失当である。 

 ４ 結論 

 以上によれば，被告の本件控訴は理由がない。また，①原告ＮＨＫ及び原告東京

局各社の，本件番組を複製の対象とすることの差止請求，②原告らの，本件放送に

係る音又は影像を録音又は録画の対象とすることの差止請求，③原告らの，本件対

象サービスに供されている親機ロクラクの廃棄請求，④原告らの，複製権侵害（著

作権又は著作隣接権）に基づく損害賠償及び遅延損害金請求は，主文第２項の(1)

ないし(4)掲記の限度において，それぞれ理由があるからこれらを認容することとし

（なお，遅延損害金の起算点は，原告ＮＨＫ及び原告東京局各社の損害については，

損害額を算定する基礎となった期間の最終日である平成２３年６月３０日とし，原

告静岡局各社の損害については，損害額を算定する基礎となった期間の最終日の後

であり第１審の訴状送達の日の翌日である平成１９年８月４日とした。），その余の

請求は，当審において追加的に変更された部分を含めて理由がないから，これを棄

却することとし，主文のとおり判決する。    

 

    知的財産高等裁判所第３部 

 

 

 

        裁判長裁判官                      

                   飯   村   敏   明 

 

 

 

           裁判官                      

                   八   木   貴 美 子 
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           裁判官                      

                   知   野       明 
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（別紙） 

当 事 者 目 録 

 

 

控訴人（附帯被控訴人）   株式会社日本デジタル家電 

 

訴 訟 代 理 人 弁 護 士   岩   崎   政   孝 

同               六 波 羅   久   代 

同              岡       邦   俊 

同              小   林   克   典 

同              瀧   谷   耕   二 

 

被控訴人（附帯控訴人）   日 本 放 送 協 会 

 

訴 訟 代 理 人 弁 護 士   梅   田   康   宏 

同              秀       桜   子 

同              宮   武   泰   暁 

 

被控訴人（附帯控訴人）   日本テレビ放送網株式会社 

 

被控訴人（附帯控訴人）   株式会社静岡第一テレビ 

上記両名訴訟代理人弁護士   松   田   政   行 

同              齋   藤   浩   貴 

同              山   元   裕   子 
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同              吉   羽   真 一 郎 

同              上   村   哲   史 

 

被控訴人（附帯控訴人）   株式会社東京放送ホールディ 

ングス（旧商号・株式会社東 

京放送）訴訟引受人 

株 式 会 社 Ｔ Ｂ Ｓ テ レ ビ 

 

 

被控訴人（附帯控訴人）   静 岡 放 送 株 式 会 社 

 

上記両名訴訟代理人弁護士   岡   崎       洋 

同              大   橋   正   春 

同              前   田   俊   房 

同              渡   邊   賢   作 

同              村   尾   治   亮 

同              新   間   祐 一 郎 

同              木   嶋       望 

 

被控訴人（附帯控訴人）   株式会社フジ・メディア・ホ 

ールディングス（旧商号・株 

式会社フジテレビジョン）訴 

訟引受人 

株式会社フジテレビジョン 
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被控訴人（附帯控訴人）   株 式 会 社 テ レ ビ 静 岡 

 

上記両名訴訟代理人弁護士   前   田   哲   男 

同              中   川   達   也 

 

被控訴人（附帯控訴人）   株 式 会 社 テ レ ビ 朝 日 

 

 

被控訴人（附帯控訴人）   株式会社静岡朝日テレビ 

 

上記両名訴訟代理人弁護士   伊   藤       真 

同              平   井   佑   希 

 

被控訴人（附帯控訴人）   株 式 会 社 テ レ ビ 東 京 

 

訴 訟 代 理 人 弁 護 士   尾   崎   行   正 

同              飯   塚   孝   徳 

同              上   杉   雅   央 

同              岩 知 道   真   吾 

同              佐   藤   淳   子 

訴 訟 復 代 理 人 弁 護 士   木   村   清   仁 

同              井   上       毅 

同              岡   本   雅   美 

 

       脱退被控訴人（附帯控訴人）  株式会社フジ・メディア・ホ 

ールディングス  
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                      （旧商号・株式会社フジテレ 

ビジョン） 

 

 

脱退被控訴人（附帯控訴人）  株式会社東京放送ホールディ 

ングス 

（旧商号・株式会社東京放送） 
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（別紙） 

サービス目録 

 

 控訴人（附帯被控訴人）の製造に係るハードディスクレコーダー「ロクラクⅡ」

の親機を日本国内の保管場所に設置し，同所で受信するテレビジョン放送の放

送波を同親機に入力するとともに，同親機に対応する子機を利用者に貸与又は

譲渡することにより，当該利用者をして，日本国内で放送される放送番組の複

製及び視聴を可能ならしめるサービス 
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（別紙） 

著作物目録 

 

１   番組名 「バラエティー生活笑百科」 

 

２   番組名 「福祉ネットワーク」 

 

３   番組名 「踊る！さんま御殿！！」 

 

４   番組名 「関口宏の東京フレンドパークⅡ」 

 

４－２ 番組名 「さんまのスーパーからくりＴＶ」 

 

５   番組名 「ＭＵＳＩＣ ＦＡＩＲ２１」 

 

５－２ 番組名 「ＭＵＳＩＣ ＦＡＩＲ」 

 

６   番組名 「いきなり！黄金伝説。」 

 

７   番組名 「ペット大集合！ポチたま」 

 

７－２ 番組名 「ゴッドタン」 
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（別紙） 

放送目録 

 

１ 被控訴人（附帯控訴人）日本放送協会が，日本国内において，放送事業者とし

て，「ＮＨＫ総合テレビジョン」の名称で行う全ての地上波テレビジョン放送（た

だし，次に掲げる放送波を送信して行う地上波テレビジョン放送を含み，かつ，

これに限られない） 

（関東） 

周波数帯域 映像 音声 
ﾁｬﾝﾈﾙ 地域（送信所名） 

(MHz) (MHz) (MHz) 

1 ch 東京（芝公園） 90 ～ 96 91.25 95.75 

（静岡） 

周波数帯域 映像 音声 
ﾁｬﾝﾈﾙ 地域（送信所名） 

(MHz) (MHz) (MHz) 

1 ch 芝川，清沢，本川根，南春野 90 ～ 96 91.25 95.75 

2 ch 春野 96 ～ 102 97.25 101.75 

3 ch 東佐久間 102 ～ 108 103.25 107.75 

4 ch 井川，玉川，清水小島，浜松 170 ～ 176 171.25 175.75 

9 ch 静岡 198 ～ 204 199.25 203.75 

10 ch 川根 204 ～ 210 205.25 209.75 

26 ch 袋井三川 548 ～ 554 549.25 553.75 

29 ch 下田稲梓 566 ～ 572 567.25 571.75 

32 ch 天城湯ケ島 584 ～ 590 585.25 589.75 

34 ch 函南畑毛，清水徳倉，伊東新井 596 ～ 602 597.25 601.75 

35 ch 熱海錦ケ浦，伊東小室山 602 ～ 608 603.25 607.75 
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36 ch 南伊東，河津，湯ケ島松ケ瀬 608 ～ 614 609.25 613.75 

37 ch 静岡瀬名，三ケ日，浜岡 614 ～ 620 615.25 619.75 

38 ch 中川根，南伊豆湊 620 ～ 626 621.25 625.75 

39 ch 磐田見付，伊東八幡野，小土肥 626 ～ 632 627.25 631.75 

40 ch 静岡賤機，菊川，沼津静浦 632 ～ 638 633.25 637.75 

41 ch 
函南，掛川日坂，天竜熊，細江中川，沼津

柳沢 
638 ～ 644 639.25 643.75 

42 ch 藤枝，森，相良 644 ～ 650 645.25 649.75 

43 ch 朝比奈，島田伊太，焼津 650 ～ 656 651.25 655.75 

44 ch 
水窪，金谷，竜山，引佐奥山，天竜阿多古，

天竜二俣，浜松古人見 
656 ～ 662 657.25 661.75 

45 ch 佐久間浦川，天竜船明，白糸 662 ～ 668 663.25 667.75 

46 ch 
藤枝堀之内，芝川内房，佐久間矢島，水窪

西浦，河津見高浜，三島徳倉 
668 ～ 674 669.25 673.75 

47 ch 
熱海，御殿場，静岡籠上，富士岩本，東伊

豆白田 
674 ～ 680 675.25 679.75 

48 ch 
修善寺，清水和田島，静岡羽鳥，戸田，清

水興津，沼津内浦，中伊豆地蔵堂 
680 ～ 686 681.25 685.75 

49 ch 佐久間，中川根徳山，小笠，掛川桜木 686 ～ 692 687.25 691.75 

51 ch 
松崎，下賀茂，北竜山，引佐渋川，掛川原

谷，浜松都田 
698 ～ 704 699.25 703.75 

52 ch 富士宮，天竜横山，三倉，天竜西 704 ～ 710 705.25 709.75 

53 ch 

三島，東伊豆，玉川東，藤枝葉梨，静岡麻

機，天城船原，静岡大原，湯ケ島柿木，大

田子，土肥，伊東池，東伊豆大川 

710 ～ 716 711.25 715.75 
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54 ch 
妻良，伊東宇佐美，岡部，両河内，静岡丸

子，中伊豆冷川，伊東荻 
716 ～ 722 717.25 721.75 

55 ch 中伊豆 722 ～ 728 723.25 727.75 

56 ch 島田，富士川 728 ～ 734 729.25 733.75 

57 ch 天竜阿蔵，中川根上村 734 ～ 740 735.25 739.75 

58 ch 由比 740 ～ 746 741.25 745.75 

59 ch 下田，湖西知波田 746 ～ 752 747.25 751.75 

60 ch 
伊豆長岡，小山，掛川内田，小山竹之下，

湯ケ島茅野，中伊豆姫之湯 
752 ～ 758 753.25 757.75 

61 ch 芝川柚野 758 ～ 764 759.25 763.75 

 

１－２ 被控訴人（附帯控訴人）日本放送協会が，日本国内において，放送事業者

として，「ＮＨＫデジタル総合テレビジョン」の名称で行う全ての地上波テレビジョ

ン放送 

 

２ 被控訴人（附帯控訴人）日本放送協会が，日本国内において，放送事業者とし

て，「ＮＨＫ教育テレビジョン」の名称で行う全ての地上波テレビジョン放送（ただ

し，次に掲げる放送波を送信して行う地上波テレビジョン放送を含み，かつ，これ

に限られない） 

 

（関東） 

周波数帯域 映像 音声 
ﾁｬﾝﾈﾙ 地域（送信所名） 

(MHz) (MHz) (MHz) 

3 ch 東京（芝公園） 102 ～ 108 103.25 107.75 
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（静岡） 

周波数帯域 映像 音声 
ﾁｬﾝﾈﾙ 地域（送信所名） 

(MHz) (MHz) (MHz) 

2 ch 静岡，川根 96 ～ 102 97.25 101.75 

3 ch 芝川，清沢，本川根，南春野 102 ～ 108 103.25 107.75 

8 ch 井川，玉川，清水小島，浜松 192 ～ 198 193.25 197.75 

9 ch 東佐久間，春野 198 ～ 204 199.25 203.75 

18 ch 佐久間 500 ～ 506 501.25 505.75 

31 ch 下田稲梓 578 ～ 584 579.25 583.75 

32 ch 袋井三川，清水徳倉，伊東新井 584 ～ 590 585.25 589.75 

34 ch 河津，湯ケ島松ケ瀬 596 ～ 602 597.25 601.75 

36 ch 中川根，函南畑毛 608 ～ 614 609.25 613.75 

37 ch 
磐田見付，熱海錦ケ浦，伊東小室山，

小土肥 
614 ～ 620 615.25 619.75 

38 ch 南伊東，静岡賤機，沼津静浦 620 ～ 626 621.25 625.75 

39 ch 
静岡瀬名，函南，三ケ日，浜岡，天城

湯ケ島，沼津柳沢 
626 ～ 632 627.25 631.75 

40 ch 相良，南伊豆湊 632 ～ 638 633.25 637.75 

41 ch 伊東八幡野 638 ～ 644 639.25 643.75 

42 ch 菊川 644 ～ 650 645.25 649.75 

43 ch 
掛川日坂，天竜熊，細江中川，掛川桜

木 
650 ～ 656 651.25 655.75 

44 ch 藤枝，芝川内房，森 656 ～ 662 657.25 661.75 

45 ch 朝比奈，島田伊太，焼津 662 ～ 668 663.25 667.75 
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46 

 

ch 

 

水窪，金谷，竜山，引佐奥山，天竜阿

多古，天竜二俣，浜松古人見 

668 

 

～ 

 

674 

 

669.25 

 

673.75 

 

47 ch 佐久間浦川，天竜船明，芝川柚野 674 ～ 680 675.25 679.75 

48 ch 佐久間矢島，水窪西浦，三島徳倉 680 ～ 686 681.25 685.75 

49 ch 

熱海，御殿場，松崎，静岡籠上，下賀

茂，北竜山，引佐渋川，掛川原谷，浜

松都田，白糸，富士岩本，東伊豆白田，

河津見高浜 

686 ～ 692 687.25 691.75 

50 ch 

修善寺，清水和田島，静岡羽鳥，天竜

横山，三倉，天竜西，戸田，清水興津，

沼津内浦，中伊豆地蔵堂 

692 ～ 698 693.25 697.75 

51 ch 

三島，東伊豆，藤枝葉梨，静岡麻機，

小笠，天城船原，静岡大原，湯ケ島柿

木，大田子，土肥，伊東池，東伊豆大

川 

698 ～ 704 699.25 703.75 

52 ch 

妻良，藤枝堀之内，伊東宇佐美，岡部，

両河内，静岡丸子，掛川内田，中伊豆

冷川，伊東荻 

704 ～ 710 705.25 709.75 

53 ch 中伊豆 710 ～ 716 711.25 715.75 

54 ch 富士宮，島田 716 ～ 722 717.25 721.75 

55 ch 玉川東，中川根徳山，天竜阿蔵 722 ～ 728 723.25 727.75 

56 ch 由比 728 ～ 734 729.25 733.75 

57 ch 下田 734 ～ 740 735.25 739.75 
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58 ch 
伊豆長岡，小山，小山竹之下，湯ケ島

茅野，中伊豆姫之湯 
740 ～ 746 741.25 745.75 

61 ch 中川根上村，湖西知波田 758 ～ 764 759.25 763.75 

62 ch 富士川 764 ～ 770 765.25 769.75 

 

２－２ 被控訴人（附帯控訴人）日本放送協会が，日本国内において，放送事業者

として，「ＮＨＫデジタル教育テレビジョン」の名称で行う全ての地上波テレビジョ

ン放送 

 

３ 被控訴人（附帯控訴人）日本テレビ放送網株式会社が次の放送波を送信して行

う地上波テレビジョン放送 

周波数：映像１７１．２５ＭＨｚ，音声１７５．７５ＭＨｚ 

 

３－２ 被控訴人（附帯控訴人）日本テレビ放送網株式会社が次の放送波を送信し

て行う地上波テレビジョン放送 

デジタル周波数：５４５．１４２８５７ＭＨｚ  

 

４ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社ＴＢＳテレビが次の放送波を送信して行う地

上波テレビジョン放送 

周波数：映像１８３．２５ＭＨｚ，音声１８７．７５ＭＨｚ 

 

４－２ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社ＴＢＳテレビが次の放送波を送信して行

う地上波テレビジョン放送 

デジタル周波数：５２７．１４２８５７ＭＨＺ 

 

５ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社フジテレビジョンが次の放送波を送信して行



 59 

う地上波テレビジョン放送 

周波数：映像１９３．２５ＭＨｚ，音声１９７．７５ＭＨｚ 

 

５－２ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社フジテレビジョンが次の放送波を送信し

て行う地上波テレビジョン放送 

デジタル周波数：５２１．１４２８５７ＭＨｚ 

 

６ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社テレビ朝日が次の放送波を送信して行う地上

波テレビジョン放送 

周波数：映像２０５．２５ＭＨｚ，音声２０９．７５ＭＨｚ 

 

６－２ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社テレビ朝日が次の放送波を送信して行う

地上波テレビジョン放送 

デジタル周波数：５３９．１４２８５７ＭＨｚ 

 

７ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社テレビ東京が次の放送波を送信して行う地上

波テレビジョン放送 

周波数：映像２１７．２５ＭＨｚ，音声２２１．７５ＭＨｚ 

 

７－２ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社テレビ東京が次の放送波を送信して行う

地上波テレビジョン放送 

デジタル周波数：５３３．１４２８５７ＭＨｚ 

 

８ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社静岡第一テレビが次の放送波を送信して行う

地上波テレビジョン放送 
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ﾁｬﾝﾈﾙ 地域（送信所名） 周波数帯域（MHz） 映像（MHz） 音声（MHz） 

21ch 下田稲梓 518～524 519.25 523.75 

24ch 藤枝，中伊豆，丸子 536～542 537.25 541.75 

27ch 富士宮 554～560 555.25 559.75 

28ch 賎機（旧静岡市） 556～566 561.25 565.75 

30ch 浜松，富士川 572～578 573.25 577.75 

31ch 静岡，南春野 578～584 579.25 583.75 

33ch 東伊豆 590～596 591.25 595.75 

34ch 藤枝堀之内，芝川内房 596～602 597.25 601.75 

35ch 佐久間（新浜松市） 602～608 603.25 607.75 

36ch 
天竜二俣（新浜松市），

水窪（新浜松市） 
608～614 609.25 613.75 

37ch 

東佐久間（新浜松

市），天竜船明（新浜

松市），島田伊太 

614～620 615.25 619.75 

39ch 
籠上（旧静岡市），熱

海 
626～632 627.25 631.75 

40ch 
修善寺，興津（新静岡

市） 
632～638 633.25 637.75 

41ch 
御殿場，下田，小土

肥，下賀茂 
638～644 639.25 643.75 

42ch 竜山（新浜松市） 644～650 645.25 649.75 

44ch 河津 656～662 657.25 661.75 

46ch 中川根，岡部，相良 668～674 669.25 673.75 

47ch 春野，三ヶ日，清沢（旧 674～680 675.25 679.75 
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静岡市） 

48ch 
島田，瀬名（旧静岡

市），森 
680～686 681.25 685.75 

51ch 天竜阿蔵（新浜松市） 698～704 699.25 703.75 

52ch 伊豆長岡，湯ヶ島茅野 704～710 705.25 709.75 

53ch 芝川柚野，中川根徳山 710～716 711.25 715.75 

57ch 
秋葉（新浜松市），小

笠 
734～740 735.25 739.75 

59ch 藤枝葉梨 746～752 747.25 751.75 

60ch 天竜横山（新浜松市） 752～758 753.25 757.75 

61ch 

麻機（旧静岡市），三

島，井川（旧静岡市），

浜岡，磐田見付，大原

（旧静岡市），掛川桜

木 

758～764 759.25 763.75 

62ch 

川根，本川根，玉川（旧

静岡市），羽鳥（旧静

岡市） 

764～770 765.25 769.75 

 

８－２ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社静岡第一テレビが次の放送波を送信して

行う地上波テレビジョン放送 

（デジタル） 

ch 地域（送信所名） デジタル周波数 (MHz) 

静岡 19ch 

島田 

509.142857 
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伊豆長岡 

秋葉 

河津 

下賀茂 

天竜横山 

森 

天竜船明 

浜松 

富士宮 

三島 

佐久間 

小笠 

玉川 

井川 

清沢 

藤枝堀之内 

藤枝葉梨 

25ch 

岡部 

545.142857 

27ch 大原 557.142857 

熱海 

御殿場 

東伊豆 

修善寺 

中伊豆 

29ch 

中川根徳山 

569.142857 
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東佐久間 

白糸 
30ch 

小山須走 
575.142857 

31ch 中川根 581.142857 

藤枝 

相良 

島田伊太 
36ch 

掛川家代 

611.142857 

春野 
42ch 

熱海網代 
647.142857 

43ch 富士川 653.142857 

46ch 下田稲梓 671.142857 

下田 

川根 

本川根 

湯ヶ島大滝 

47ch 

湯ヶ島矢熊 

677.142857 

水窪 

南春野 

竜山 
48ch 

十里木 

683.142857 

49ch 中伊豆姫之湯 689.142857 

伊東宇佐美 
50ch 

伊東小室山 
695.142857 

51ch 芝川柚野 701.142857 
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芝川内房 

52ch 中伊豆地蔵堂 707.142857 

53ch 三ケ日 713.142857 

 

９ 被控訴人（附帯控訴人）静岡放送株式会社が，次の放送波を送信して行う地上

波テレビジョン放送 

ﾁｬﾝﾈﾙ 地域（送信所名） 周波数帯域（MHz） 映像（MHz） 音声（MHz） 

５ch 本川根，春野 176～182 177.25 181.75 

６ch 浜松（旧浜松市），井川，

玉川，清水小島 

182～188 183.25 187.75 

11ch 静岡（旧静岡市），東佐

久間（新浜松市），南春

野（新浜松市），中川根

徳川 

210～216 211.25 215.75 

12ch 芝川，川根 216～222 217.25 221.75 

27ch 下田稲梓 554～560 555.25 559.75 

30ch 藤枝堀之内 572～578 573.25 577.75 

32ch 函南畑毛・中伊豆・中川

根 

584～590 585.25 589.75 

36ch 龍山（新浜松市），天城

湯ヶ島 

608～614 609.25 613.75 

38ch 河津，菊川，相良 620～626 621.25 625.75 

40ch 天竜二俣（新浜松市），

藤枝，森 

632～638 633.25 637.75 

41ch 天竜船明（新浜松市）， 638～644 639.25 643.75 
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富士宮，焼津，浜岡，島

田伊太，三ヶ日，清沢，

掛川桜木 

42ch 浜松古人見（旧浜松市），

水窪（新浜松市），水窪

西浦（新浜松市） 

644～650 645.25 649.75 

43ch 白糸 650～656 651.25 655.75 

44ch 佐久間矢島（新浜松市） 656～662 657.25 661.75 

45ch 熱海，御殿場，富士岩

本，籠上，磐田見付 

662～668 663.25 667.75 

46ch 賤機（旧静岡市），興津

（新静岡市），修善寺 

668～674 669.25 673.75 

47ch 小土肥，小笠，下賀茂 674～680 675.25 679.75 

49ch 藤枝葉梨 686～692 687.25 691.75 

50ch 芝川内房 692～698 693.25 697.75 

51ch 佐久間（新浜松市） 698～704 699.25 703.75 

54ch 天竜横山（新浜松市），

瀬名（旧静岡市） 

716～722 717.25 721.75 

55ch 麻機（旧静岡市），三島 

天城船原，東伊豆，芝川

柚野，秋葉，大原 

722～728 723.25 727.75 

56ch 羽鳥（旧静岡市），岡部 728～734 729.25 733.75 

57ch 丸子（旧静岡市） 734～740 735.25 739.75 

58ch 富士川 740～746 741.25 745.75 

59ch 天竜阿蔵（新浜松市）， 746～752 747.25 751.75 
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中川根上村 

61ch 下田 758～764 759.25 763.75 

62ch 小山，伊豆長岡，湯ヶ島，

茅野，島田 

764～770 765.25 769.75 

 

９－２ 被控訴人（附帯控訴人）静岡放送株式会社が，次の放送波を送信して行う

地上波テレビジョン放送 

（デジタル）  

ch 地域（送信所名） デジタル周波数 (MHz) 

静岡 

島田 

伊豆長岡 

熱海 

下田稲梓 

下田 

御殿場 

秋葉 

森 

天竜横山 

15ch 

天竜船明 

485.142857 

浜松 

富士宮 

藤枝 

三島 

21ch 

小笠 

521.142857 
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佐久間 

玉川 

井川 

清沢 

中川根 
24ch 

大原 
539.142857 

藤枝堀之内 

藤枝葉梨 27ch 

岡部 

557.142857 

富士川 

芝川柚野 

芝川内房 

中伊豆 

28ch 

白糸 

563.142857 

29ch 川根 569.142857 

30ch 中川根徳山 575.142857 

32ch 伊東小室山 587.142857 

龍山 
35ch 

湖西 
605.142857 

修善寺 

中伊豆姫之湯 37ch 

掛川家代 

617.142857 

東伊豆 
38ch 

伊東宇佐美 
623.142857 

39ch 河津 629.142857 
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下賀茂 

十里木 

熱海網代 

40ch 三ケ日 635.142857 

春野 
41ch 

相良 
641.142857 

湯ヶ島大滝 
45ch 

湯ヶ島矢熊 
665.142857 

46ch 中伊豆地蔵堂 671.142857 

東佐久間 

水窪 47ch 

島田伊太 

677.142857 

48ch 本川根 683.142857 

南春野 
51ch 

小山須走 
701.142857 

 

１０ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社テレビ静岡が次の放送波を送信して行う地

上波テレビジョン放送 

ﾁｬﾝﾈﾙ 地域（送信所名） 周波数帯域（ＭＨｚ） 映像（ＭＨｚ） 音声（ＭＨｚ） 

25ch 下田稲梓（下田市） 542～548 543.25 547.75 

30ch 中伊豆（伊豆市） 572～578 573.25 577.75 

32ch 佐久間(浜松市） 584～590 585.26 589.76 

34ch 浜松(浜松市） 596～602 597.25 601.75 

南春野(浜松市） 602～608 603.26 607.76 35ch 

 静岡（静岡市） 602～608 603.25 607.75 
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白糸（富士宮市） 614～620 615.26 619.76 

御殿場（御殿場市） 614～620 615.25 619.75 

37ch 

 

東伊豆（賀茂郡東伊豆

町） 

614～620 615.26 619.76 

藤枝(藤枝市） 620～626 621.24 625.74 

龍山(浜松市） 620～626 621.24 625.74 

38ch 

 

森(周智郡森町） 620～626 621.26 625.76 

島田伊太(島田市） 626～632 627.25 631.75 

焼津(焼津市） 626～632 627.26 631.76 

富士宮（富士市） 626～632 627.25 631.75 

39ch 

 

清沢（静岡市） 626～632 627.25 631.75 

水窪(浜松市） 632～638 633.25 637.75 

中川根徳山（榛原郡川

根本町） 

632～638 633.25 637.75 

40ch 

 

河津（賀茂郡河津町） 632～638 633.26 637.76 

41ch 東佐久間(浜松市） 638～644 639.25 643.75 

42ch 天竜二俣(浜松市） 644～650 645.25 649.75 

春野(浜松市） 650～656 651.25 655.75 

三ヶ日(浜松市） 650～656 651.25 655.75 

磐田見附（磐田市） 650～656 651.24 655.74 

天竜船明(浜松市） 650～656 651.25 655.75 

熱海（熱海市） 650～656 651.25 655.75 

43ch 

 

下賀茂（賀茂郡南伊豆

町） 

650～656 651.26 655.76 
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下田（下田市） 650～656 651.24 655.74 

籠上（静岡市）， 650～656 651.26 655.76 

中川根（榛原郡川根本

町） 

656～662 657.25 661.75 

修善寺（伊豆市） 656～662 657.25 661.75 

賤機（静岡市） 656～662 657.25 661.75 

興津（静岡市） 656～662 657.26 661.76 

44ch 

 

 

 

相良（牧之原市） 656～662 657.26 661.76 

掛川桜木（掛川市） 662～668 663.25 667.75  

浜岡（御前崎市） 662～668 663.24 667.74 

45ch 

 

小土肥（伊豆市） 662～668 663.25 667.75 

48ch 芝川内房（富士郡芝川

町） 

680～686 681.26 685.76 

52ch 瀬名（静岡市） 704～710 705.24 709.74 

藤枝葉梨(藤枝市） 722～728 723.24 727.74 55ch 

小笠(菊川市） 722～728 723.26 727.76 

本川根（榛原郡川根本

町） 

728～734 729.25 733.75 

天竜横山(浜松市） 728～734 729.26 733.76 

伊豆長岡（伊豆の国

市） 

728～734 729.25 733.75 

56ch 

 

湯ヶ島茅野（伊豆市） 728～734 729.25 733.75 

川根（榛原郡川根町） 734～740 735.25 739.75 

麻機（静岡市） 734～740 735.24 739.74 

57ch 

 

大原（静岡市） 734～740 735.26 739.76 
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井川（静岡市） 734～740 735.26 739.76 

牧ノ原(島田市） 740～746 741.26 745.76 

玉川（静岡市） 740～746 741.25 745.75 

58ch 

 

羽鳥（静岡市） 740～746 741.24 745.74 

芝川柚野（富士郡芝川

町） 

746～752 747.24 751.74 

三島（熱海市） 746～752 747.25 751.75 

59ch 

 

丸子（静岡市） 746～752 747.25 751.75 

藤枝堀之内(藤枝市） 752～758 753.26 757.76 

岡部(志太郡岡部町） 752～758 753.24 757.74 

60ch 

 

富士川（庵原郡富士川

町） 

752～758 753.26 757.76 

秋葉(浜松市） 758～764 759.24 763.74 61ch 

 天竜阿蔵(浜松市） 758～764 759.25 763.75 

 

１０－２ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社テレビ静岡が次の放送波を送信して行

う地上波テレビジョン放送 

（デジタル） 

ch 地域（送信所名） デジタル周波数 (MHz) 

日本平 497.142857 

島田 497.142857 

伊豆長岡 497.142857 

熱海 497.142857 

下田稲梓 497.142857 

17ch 

下田 497.142857 
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秋葉 497.142857 

御殿場 497.142857 

河津 497.142857 

森 497.142857 

天竜横山 497.142857 

天竜船明 497.142857 

浜松 527.142857 

富士宮 527.142857 

三島 527.142857 

藤枝 527.142857 

小笠 527.142857 

佐久間 527.142857 

玉川 527.142857 

清沢 527.142857 

22ch 

井川 527.142857 

中川根徳山 551.142857 
26ch 

大原 551.142857 

東伊豆 581.142857 

水窪 581.142857 31ch 

龍山 581.142857 

藤枝葉梨 587.142857 

藤枝堀之内 587.142857 32ch 

岡部 587.142857 

34ch 湯ヶ島大滝 599.142857 
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 湖西 599.142857 

中川根 605.142857 

掛川家代 605.142857 35ch 

湯ヶ島矢熊 605.142857 

37ch 下賀茂 617.142857 

三ケ日 623.142857 

富士川 623.142857 

修善寺 623.142857 

芝川柚野 623.142857 

芝川内房 623.142857 

春野 623.142857 

白糸 623.142857 

十里木 623.142857 

島田伊太 623.142857 

38ch 

中伊豆姫之湯 623.142857 

川根 641.142857 
41ch 

中伊豆 641.142857 

43ch 本川根 653.142857 

45ch 相良 665.142857 

47ch 中伊豆地蔵堂 677.142857 

伊東小室山 683.142857 

伊東宇佐美 683.142857 48ch 

熱海網代 683.142857 

49ch 南春野 689.142857 
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東佐久間 707.142857 
52ch 

小山須走 707.142857 

  

１１ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社静岡朝日テレビが次の放送波を送信して行

う地上波テレビジョン放送 

＜浜松地区＞ 

ﾁｬﾝﾈﾙ 局名 
中心周波数 

（ＭＨｚ） 

周波数帯域 

（ＭＨｚ） 

映像 

（ＭＨｚ） 

音声 

（ＭＨｚ） 

28ch 浜松 563 560～566 561.26 565.76 

53ch 佐久間 713 710～716 711.26 715.76 

33ch 南春野 593 590～596 591.25 595.75 

38ch 天竜二俣 623 620～626 621.25 625.75 

38ch 水窪 623 620～626 621.25 625.75 

39ch 東佐久間 629 626～632 627.25 631.75 

39ch 天竜船明 629 626～632 627.25 631.75 

40ch 龍山 635 632～638 633.24 637.74 

45ch 三ケ日 665 662～668 663.25 667.75 

45ch 春野 665 662～668 663.25 667.75 

53ch 天竜阿蔵 713 710～716 711.25 715.75 

58ch 天竜横山 743 740～746 741.26 745.76 

59ch 秋葉 749 746～752 747.24 751.74 

＜静岡地区＞ 

ﾁｬﾝﾈﾙ 局名 
中心周波数 

（ＭＨｚ） 

周波数帯域 

（ＭＨｚ） 

映像 

（ＭＨｚ） 

音声 

（ＭＨｚ） 

33ch 日本平（静岡） 593 590～596 591.24 595.74 
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26ch 丸子 551 548～554 549.24 553.74 

37ch 清沢 617 614～620 615.25 619.75 

41ch 籠上 641 638～644 639.26 643.76 

42ch 賤機 647 644～650 645.25 649.75 

42ch 興津 647 643～650 645.26 649.76 

50ch 瀬名 695 692～698 693.24 697.74 

59ch 麻機 749 746～752 747.24 751.74 

59ch 井川 749 746～752 747.26 751.76 

59ch 大原 749 746～752 747.26 751.76 

60ch 玉川 755 752～758 753.25 757.75 

60ch 羽鳥 755 752～758 753.24 757.74 

＜その他＞ 

ﾁｬﾝﾈﾙ 局名 
中心周波数 

（ＭＨｚ） 

周波数帯域 

（ＭＨｚ） 

映像 

（ＭＨｚ） 

音声 

（ＭＨｚ） 

23ch 下田稲梓 533 530～536 531.25 535.75 

26ch 藤枝 551 548～554 549.25 553.75 

26ch 中伊豆 551 548～554 549.25 553.75 

28ch 藤枝堀之内 563 560～566 561.25 565.75 

29ch 富士宮 569 566～572 567.25 571.75 

32ch 富士川 587 584～590 585.26 589.76 

32ch 島田伊太 587 584～590 585.25 589.75 

35ch 東伊豆 605 602～608 603.26 607.76 

36ch 芝川内房 611 608～614 609.26 613.76 

41ch 熱海 641 638～644 639.24 643.74 

42ch 修善寺 647 644～650 645.24 649.74 
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42ch 河津 647 644～650 645.26 649.76 

42ch 中川根 647 644～650 645.25 649.75 

43ch 御殿場 653 650～656 651.25 655.75 

43ch 小土肥 653 650～656 651.25 655.75 

45ch 下田 665 662～668 663.24 667.74 

45ch 下賀茂 665 662～668 663.26 667.76 

46ch 森 671 668～674 669.26 673.76 

50ch 島田 695 692～698 693.26 697.76 

51ch 中川根徳山 701 698～704 699.25 703.75 

53ch 小笠 713 710～716 711.26 715.76 

54ch 伊豆長岡 719 716～722 717.24 721.74 

54ch 湯ヶ島茅野 719 716～722 717.25 721.75 

57ch 三島 737 734～740 735.25 739.75 

57ch 芝川柚野 737 734～740 735.24 739.74 

57ch 藤枝葉梨 737 734～740 735.24 739.74 

59ch 浜岡 749 746～752 747.26 751.26 

59ch 磐田見附 749 746～752 747.24 751.74 

59ch 掛川桜木 749 746～752 747.26 751.76 

60ch 川根 755 752～758 753.25 757.75 

60ch 本川根 755 752～758 753.25 757.75 

60ch 相良 755 752～758 753.26 757.76 

62ch 岡部 767 764～770 765.24 769.74 

 

１１－２ 被控訴人（附帯控訴人）株式会社静岡朝日テレビが次の放送波を送信し

て行う地上波テレビジョン放送 
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（デジタル） 

ch 地域（送信所名） デジタル周波数 (MHz) 

熱海 479.142857 

下田稲梓 479.142857 

下田 479.142857 

御殿場 479.142857 

14ch 

修善寺 479.142857 

日本平 503.142857 

島田 503.142857 

伊豆長岡 503.142857 

河津 503.142857 

下賀茂 503.142857 

森 503.142857 

天竜横山 503.142857 

18ch 

天竜船明 503.142857 

浜松 533.142857 

富士宮 533.142857 

三島 533.142857 

小笠 533.142857 

佐久間 533.142857 

玉川 533.142857 

藤枝葉梨 533.142857 

清沢 533.142857 

23ch 

藤枝堀之内 533.142857 
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岡部 533.142857 

井川 533.142857 

26ch 東佐久間 551.142857 

秋葉 557.142857 

川根 557.142857 27ch 

中川根徳山 557.142857 

藤枝 569.142857 
29ch 

大原 569.142857 

32ch 小山須走 587.142857 

中川根 593.142857 

水窪 593.142857 

龍山 593.142857 
33ch 

掛川家代 593.142857 

中伊豆 611.142857 

白糸 611.142857 36ch 

伊東宇佐美 611.142857 

37ch 富士川 617.142857 

本川根 629.142857 
39ch 

春野 629.142857 

芝川柚野 647.142857 

芝川内房 647.142857 42ch 

中伊豆姫之湯 647.142857 

43ch 湖西 653.142857 

東伊豆 659.142857 44ch 

伊東小室山 659.142857 
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熱海網代 659.142857 

45ch 相良 665.142857 

46ch 南春野 671.142857 

三ケ日 689.142857 

湯ヶ島大滝 689.142857 

島田伊太 689.142857 
49ch 

湯ヶ島矢熊 689.142857 

50ch 十里木 695.142857 

51ch 中伊豆地蔵堂 701.142857 
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（別紙） 

物件目録 

 

 別紙サービス目録記載のサービスに供されている控訴人（附帯被控訴人）の

製造に係るハードディスクレコーダー「ロクラクⅡ」の親機 
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（別紙） 

支 払 目 録 

 

被控訴人（附帯控訴人） 支 払 金 額 

被控訴人（附帯控訴人）日

本放送協会 

４６０万円及びこれに対する平成２３年６月３０日から支払

済みに至るまで年５分の割合による金員 

被控訴人（附帯控訴人）日

本テレビ放送網株式会社 

１５８万円及びこれに対する平成２３年６月３０日から支払

済みに至るまで年５分の割合による金員 

被控訴人（附帯控訴人）株

式会社ＴＢＳテレビ 

１５８万円及びこれに対する平成２３年６月３０日から支払

済みに至るまで年５分の割合による金員 

被控訴人（附帯控訴人）株

式会社フジテレビジョン 

１４５万円及びこれに対する平成２３年６月３０日から支払

済みに至るまで年５分の割合による金員 

被控訴人（附帯控訴人）株

式会社テレビ朝日 

１５２万円及びこれに対する平成２３年６月３０日から支払

済みに至るまで年５分の割合による金員 

被控訴人（附帯控訴人）株

式会社テレビ東京 

１４５万円及びこれに対する平成２３年６月３０日から支払

済みに至るまで年５分の割合による金員 

被控訴人（附帯控訴人）株

式会社静岡第一テレビ 

８８万円及びこれに対する平成１９年８月４日から支払済み

に至るまで年５分の割合による金員 

被控訴人（附帯控訴人）静

岡放送株式会社 

８８万円及びこれに対する平成１９年８月４日から支払済み

に至るまで年５分の割合による金員 

被控訴人（附帯控訴人）株

式会社テレビ静岡 

８８万円及びこれに対する平成１９年８月４日から支払済み

に至るまで年５分の割合による金員 

被控訴人（附帯控訴人）株

式会社静岡朝日テレビ 

８８万円及びこれに対する平成１９年８月４日から支払済み

に至るまで年５分の割合による金員 

 


